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第２章 仮設構造物 
 

第１節 山留め 
 
１ 共通事項 

 
 １－１ 定 義 

本節であつかう山留めは以下のように定義する。 

 山留め：土留めと締切りの総称である。 

 土留め：陸上で地下構造物を築造するとき地下水の遮水及び土の崩壊防止のために設ける仮設構造物であ

り、その工法を土留工法という。 

 締切り：水中で、掘削部分を完全に締切り、おもに土圧または水圧、もしくはその両者に 

     抵抗させる仮設構造物であり、その工法を締切工法という。 

 

(解説) 

本項では山留工法を下記の如く分類する。 

 

 

 

１－２ 土留工法の選択 

土留工法は以下の条件を考慮して選択することが望ましい。 

１ 地盤条件 

２ 環境条件 

 

１－２－１ 地盤条件の調査 

土留工法選定のための地盤条件の調査は以下の事項について行うことが望ましい。 

 １ 地下水調査 

 ２ 土質調査 

 

(解説) 

土質調査計画は｢建設工事公衆災害防止対策要綱第 42(土質調査)｣に準じて立案するも

のとする。 
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① 原則として、掘削面積 2,000 ㎡につき１か所、各か所間の距離 200m をこえない範囲でボ

ーリングを行い、各層の資料を採取してその物理試験を行う。 

② 河川の付近、旧河床等局部的に不良土質が予測される箇所については：①以上にコア・

ボーリングを行う。 

③ ②によりコア・ボーリングを行った各地点の間はサウンディング等によって補足調査を

行い、その間の変化を把握するようにつとめる。 

④ 掘削予定箇所におけるコア・ボーリングが、交通その他のために不可能な場合において

は、最も近い可能な場所でボーリングを行い、掘削予定箇所にはサウンディング等簡易

な調査を行って両者の関係を推測する。ただし、両地点に著しい土質の差があると思わ

れる場合においては､さらに補足調査を実施して、両地点間の変化を明らかにする。 

 

１－２－２ 環境条件の調査 

土留工法選定のための環境条件の調査は以下の事項について行うことが望ましい。 

     １ 地下埋設物調査 

     ２ 近接構造物調査 

     ２ 施工条件の調査 

 

(解説) 

   土留め杭や鋼矢板は、構造物の基礎がしめる部分より外側に打たれるため、本条に示す調

査には仮設構造物の規模も考慮する必要がある。過去において土留Ｈ杭や鋼矢板の打込み時

にガス管や水道管を破損し、大事故となり付近の住民にも被害を及ぼした例や、また既設構

造物に近接して土留Ｈ杭や鋼矢板を打設したり掘削して既設の構造物を傾斜させたり沈下を

生ぜしめた事故等もあり、これらの事故を完全に防ぐためにも調査は必要である。これらの

調査は型式決定の前に埋設物や近接構造物の所有者の台帳、並びに構造図で調査することは

もちろん、不明確な場合には試掘等の現地調査を行うものとする。 

   施工条件の調査とは、施工法によっては騒音、振動などの規制によって打込み工法が不可

能な場合などや工事周辺の事情などによって大型の建設機械が現地に搬入出来ない事がある

等、もろもろの施工条件を工法決定前に調査することをいう。 

   建設作業時の騒音・振動に関する環境基準を次に示す。 

 

（1）騒音規制法抜粋（建設工事関係） 

   a）目的 

          建設工事等に伴って発生する相当範囲にわたる騒音について必要な規制を行い、生活

環境の保全、国民の健康保護に資する。 

   b）定義 

「特定建設作業」とは、建設工事として行われる作業のうち、著しい騒音を発生する

作業であって政令で定める。 

c）地域の指定 

     都道府県知事は、住居が集合している地域、病院・学校の周辺等住民の生活環境を保

全する必要があると認める地域を、特定建設作業に伴って発生する騒音について規制す

る地域として指定しなければならない 
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d）特定建設作業の種類と騒音規制の基準 

種  類 規  制 適用除外 

くい打機（モンケンを除く） 

くい抜機 

くい打、くい抜機（圧入式を除く） 

85デシベルをこえないこと 

くい打ち機をアースオーガと 

併用する作業 

びょう打ち機  

さく岩機 
１日 50m 以上にわたり移動する

もの 

空気圧縮機(電動機以外の原動機 

使用のもの定格出力 15kw 以上) 

さく岩機の動力として使用す 

る作業 

コンクリートプラント 

(混合容量 0.45 ㎥以上) 

アスファルトプラント 

(混合 2000N 以上) 

モルタル製造用コンクリート 

プラント 

 

 

注）この基準をもとに各県・市の条例をもってあてること。 

 

（2）振動規制法抜粋（建設工事関係） 

   ａ）目的 

     建設工事等に伴って発生する相当範囲にわたる振動について必要な規制を行い、生活

環境の保全、国民の健康保護に資する。 

   b）定義 

     「特定建設作業」とは、建設工事として行われる作業のうち著しい振動を発生する作

業であって政令で定める。 

   ｃ）地域の指定 

      都道府県知事は、住居が集合している地域、病院・学校の周辺等の地域で振動を防

止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域を指定しなけれ

ばならない。 

   d）特定建設作業の種類と振動規制の基準 
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種   類 規   制 備   考 

くい打機(モンケン及び圧入式くい打機

を除く)、くい抜機(油圧式くい抜機を除

く)、又はくい打くい抜機(圧入式くい打

くい抜機を除く)を使用する作業。 

75デシベルをこえないこと。 

区域により作業のできる時間

帯・曜日・日数等が限定されてい

る。 

鋼球を使用して建設物その他の工作物

を破壊する作業。 

舗装版破砕機を使用する作業(作業地点

が連続的に移動する作業にあっては､１

日における当該作業に係る二地点間の

最大距離が50mを超えない作業に限る) 

ブレーカー(手動式のものを除く)を使

用する作業(作業地点が連続的に移動す

る作業にあっては､１日における当該作

業に係る二地点間の最大距離が50mを超

えない作業に限る) 

 

注）この基準をもとに各県・市の条例をもってあてること。 
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１－３ 仮設構造物設計に用いる土質常数 

 

 

１－３－１ 単位体積重量(kN／㎥) 

 

 

（1）現地土 

 

 

 

 

 

 

注 1）地下水位以下にある土の単位体積重量は表中の値から 9.0 を差し引いた値と

してよい。 

      注 2）「密なもの」とは以下を示す。 

              砂質土Ｎ値≧10 

              粘性土Ｎ値≧4 

（2）中詰土 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 仮設構造物設計に用いる土質常数は、土質調査および試験によって求めることを原則とするが、十分

な資料がない場合には以下の数値を参考にしてよい。 

表１－１ 現地土の単位体積重量(kN/㎥) 

土  質 密なもの ゆるいもの 

礫質土 

砂質土 

粘性土 

20 

19 

18 

18 

17 

14 

表１－２ 中詰土の単位体積重量(kN/m3) 

土の種類 

空気中の単位 

体 積 重 量 

γ 

水中の単位体積 

重      量 

γ´ 

水 で 飽 和 さ れ た 

空 気 中 の 単 位 

体 積 重 量 

 γb 

きれいな砂又は砂

利 
18.0 10.0 20.0 

シルト又は粘土を

含む透水性の低い

砂質土 

18.0 10.0 20.0 

粘土を多く含む砂

質土 
17.5 9.5 19.5 
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１－３－２ 内部摩擦角（φ゜） 

 

（1）現地土 

 

     基本式 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 砂質土の内部摩擦角とＮ値の関係 

     注）Ｎ値５以下の砂質土には､シルト分が含まれている場合が多いため粘着力の評価も必要となる。 

       従って、砂質土の場合は三軸試験によりC、φを求めることが望ましいが、三軸試験を行わな

い場合は粘着力の評価を考慮し、上表の内部摩擦角を使っても良いものとする。 

（2）中詰土 

      

 基本式 φ°＝0.3Ｎ＋27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２ 中詰土の内部摩擦角とＮ値の関係 
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１－３－３ 粘着力(kN／㎡) 

 

基本式 

 

    Ｎ：標準貫入試験値 

 

 

 

 

 

 

正規圧密荷重を受けた沖積層粘土については下記の式を用いて粘着力を算定してもよい。 

     C＝0.2Σy ｈ+2.0Z 

        Σｙｈ:有効土かぶり圧(ｋＮ／㎡) 

        Ｚ：基準面からの深さ(ｍ) 

 

(解説) 

沖積粘土の粘着力は図１－３による。 

 

 

 

表１-３ 粘性土の粘着力とＮ値の関係 

かたさ 
非 常 に

やわらかい 
やわらかい 中位の かたい 

非 常 に

か た い 
固結した 

Ｎ ２以下 2～4 4～8 8～15 15～30 30以上 

Ｃ 12以下 12～25 25～50 50～100 100～200 200以上 

ｈ：土かぶり高（ｍ） 

ｙ：単位重量（ｋＮ／㎥） 

 

 

図１－３ 正規圧密荷重を受けた沖積粘土の粘着力 
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１－４ 荷  重 

１－４－１ 荷重の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(解説) 

・水圧は、地下水位が低いとき、排水が十分に行われる場合は無視できる。 

・地震力については、本要領においてはこれを無視する。 

 

表１－４ 計算の段階に応じて使用する荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※腹起しの計算に軸力を考慮する場合 

  

１－４－２ 死荷重 

 

（解説） 覆工板の単位重量として、次の値を使用してよい。 

 

 

 

 

 

 

コンクリート製 5.0kN/m2 

鋼製 2.0kN/ m2 

 死荷重の算出には道路橋示方書・同解説Ｉ共通編 2.2.1 の規定に示す単位重量を用いる。ただ

し、実際の値が明らかな場合はその値を使用する。 

土留めによる仮設構造物の設計にあたっては以下の荷重を考慮する。 

     １ 死荷重 

     ２ 活荷重 

     ３ 衝撃 

     ４ 土圧 

     ５ 水圧 

     ６ 温度変化 

 
矢    板    壁 中    間    杭 切  梁

腹 起 し

断 面 

覆 工 受 桁 

桁 受 け 

断 面 支 持 力 断   面 支 持 力 断   面 

１．死荷重 ○ ○ ○ ○  ○ 

２．活荷重 ○ ○ ○ ○  ○ 

３．衝 撃 ○ ○ ○ ○  ○ 

４．土 圧 ○ ○   ○  

５．水 圧 ○ ○   ○  

６.温度変化     ※○  
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１－４－３ 活荷重 

 

（解説） 

   自動車荷重は図１－５に示すように「道路橋示方書共通編2.1.3活荷重」に規定するＴ荷重を用いる

こととし、Ａ･Ｂ活荷重の適用に道路橋示方書に準拠することを基本に存置期間中の大型車の交通状況等

を考え、Ａ・Ｂ活荷重をそれぞれ使い分けるものとする。 

   Ｂ活荷重を適用する道路においては、Ｔ荷重によって算出した断面力等に表１－５に示す係数を乗じ

たものを用いるものとする。ただし、この係数は1.5を超えないものとする。 

   一方、Ａ活荷重を適用する道路においては、245kN車の通行頻度が低い状況を想定していることから連

行荷重を考慮する表１－５の係数は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１－５ 床組等の設計に用いる係数 
 

図１－４ 活荷重の載荷状況 図１－５ Ｔ荷重 

１ 自動車荷重はＴ荷重を用いる。 

２ 群集荷重は5.0kN/㎡の等分布荷重を載荷する。 

３ 仮設構造物の範囲外には 10kN/㎡の上載荷重を考える。ただし、自動車、重機および建築物等が土留め

に近接するような場合で、明らかに 10kN/㎡では危険側と考えられるときは、別途に適切な値を考慮す

る。 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-10  

 

１－４－４ 衝  撃 

 

 

 

(解説) 

  仮設構造物では、支関が限定されているので支間長に関係なく定数を採用した。 

 

１－４－５ 自動車荷重の載荷 

 

 

(解説) 

 Ｂ活荷重を適用する路線においては、連行荷重の影響を考慮するためＴ荷重によって算出した断面力

等(曲げモーメント、せん断力、反力、たわみ等)に部材の支間長に応じて表１－５に示す係数を乗じる

ものとする。ただし、この係数は1.5を超えないものとする。 

 

1）自動車走行方向に直角にはＴ荷重は２組を限度とし、３組目からは1／2に低減する。 

 

図１－６ 

2）自動車走行方向に平行な場合は１組のＴ荷重を載荷する。 

 

 自動車荷重や仮設用重機による衝撃を考慮し､その衝撃係数は支間に関係なく0.3とする。但し、覆工板の衝撃

係数は0.4とする。 
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１－４－６ 土  圧 

 

 

 

 

（１）切梁形式の場合 

 

γ    ：土の単位体積重量 

ａ、ｂ、ｃ：表１－１－６、 

      表１－１－７ 

Ｎ    ：地盤の平均Ｎ値 

(a)砂質地盤土圧   (b)粘性地盤土圧 

 

    図１－７ 断面決定用土圧 

 

 

    表１－６ 掘削深さＨによる係数 

 
5.0m≦Ｈ ａ＝１ 

５．０ｍ＞Ｈ≧3.0m 
 

表１－７ 地質による係数 

ｂ Ｃ 

砂質土 粘性土 

２ 
Ｎ＞５ ４ 

Ｎ≦５ ６ 

（２）自立形式の場合 

    

 
 

   ここで Ｐａ：主働土圧強度（ｋＮ／㎡） 

       Ｐｐ：受働土圧強度（ｋＮ／㎡） 

       ｑ  ：路上の工事の場合の載荷重量（10kN／㎡） 

       γ :土の単位積重量（ｋＮ／㎡） 

       ｈ ：地表面よりの深さ（ｍ） 

       φ ：土の内部摩擦角（度） 

       Ｃ ：土の粘着力（kN／㎡） 
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(解説) 

(1)土圧公式は次の分類に従って適用するものとする。 

   ①｢切梁形式の場合｣の土圧公式は多段切梁形式の部材断面計算に用いる。アースアンカー等が多段で

使用されている場合もこれによるものとする。 

     但し、多段切梁形式であっても、第一段切梁挿入前後の断面計算並びに最終掘削時の土留壁の根

入長計算及び仮想支持点の計算には(2)の土圧公式を用いる。 

   ②｢自立形式の場合｣の土圧公式は自立式、控え式、一段切梁、一段アースアンカー形式の断面計算及

び根入長の計算に使用する。 

     なお、粘土地盤においては(2)の主働土圧では粘着力の効果により主働土圧が作用しない場合が生

じる。 

     従って、粘土地盤では主働土圧は下式と(2)式の大なる方を用いるものとする。 

         Pa＝0.3γh 

 

 
 

 

 

(2)｢(1)切梁形式の場合｣について 

    この設計用土圧のもとになった土圧実測例はあくまで標準的な地盤、掘削深さ、施工法についての

ものであるので実際の適用に際しては次の注意が必要である。 

   ① 上が過度にかく乱された状態にあっては、土圧は極めて大きくなるので、裏込め土、埋立て土、

あるいは施工中にかく乱されると思われる場合は別途考える。 

 ② 粘性土と砂質土が互層になっている場合は地表面から仮想支持点(第１節２－４－３)までの各層

を砂質土、粘性土(Ｎ＞5)、粘性土(N≦5)の３種に類別し、それら各種の層厚の合計の一番大きいも

のを、その地盤の土の種類とし、設計土圧を求める。 

   ③ 地盤の平均単位体積重量は、地表面から仮想支持点までの間における各層を考慮し、図１－９の

ようにして求める。 

   ④ 道路上の工事では、過載荷重としてｑ＝10KN／㎡を考慮するが、最上層の土の単位重量γまたは

③で求めた平均単位体積重量γよりｑ／γ(ｍ)またはq／γ(ｍ)の換算土厚を地表面にとり図１－ 

10のようにする。 

 

 

 

平均単位体積重量 

図１－９ 平均単位体積重量の求め方 

図１－８ 粘性地盤の下限土圧 
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⑤ この土圧算定式の適用範囲は掘削深さH＝10mまでとする。これを超える山留め壁の設計にあた

っては図１－11に示す土圧算定式によるものとする。 

 

 

 

(ａ)砂質地盤土圧 (b)粘性地盤土圧 

図１－11 土圧分布 

図１－10 載荷量ある場合の土圧 
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１－４－７ 水圧 

 

(解説) 

   ① 矢板先端でのつりあい深さをモーメント釣合法により求める場合の水圧は砂質土、粘性土で使い

わけること。 

 

 

② 自立形式のChangの理論による方法は矢板壁後面に働く主働土圧と水圧との和が受働土圧と等し

くなる位置を仮想支持面とみなし、弾性梁として解くものであることから、つり合い深さには関係

なく、仮想支持面を求める際の水圧は台形分布とする。 

 

１－４－８ 温度変化 

 

(解説) 

(1)仮設構造物の切梁反力の増加は、気温1℃上昇するのに11～12. 5kN程度発生するとの報告もある。

しかし、夏冬の温度差による軸力増加は地盤のクリープによって消化されると考えられるので、設計

に考慮する必要はない。                        

(2)切梁を兼ねる腹起こし部材には、これを考慮する。 

(3)覆工板がある場合にはこれを無視してよい。 

 

 

切梁には、温度変化によって生ずる軸力増加(l50kN)を考慮する。 

(ａ)砂質土の水圧 (b)下層に粘性土がある場合の水圧 

 
図１－12 

 矢板壁に作用する水圧は矢板先端の地盤により水圧分布は異なるため、地盤の特性を考慮した水圧分布を考え

ることとする。 
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１－５ 許容応力度 

１－５－１ 山留め用仮設構造鋼材の許容応力度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山留め用仮設構造鋼材の許容応力度は表１－８による。 

 

            表１－８ 山留め用仮設構造鋼材許容応力度 

注)：・覆工受げたの計算において、受げたが覆工板で拘束されている場合は、許容曲げ圧縮 

    応力度は、210kN/mm2としてよい。 

   ・切梁・腹起しの構造設計は加工材(リース材)にて行うものとする。 
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(解説) 

(1)ここでの許容応力度は新品材を考えているが鋼材は使用頻度によって、許容応力度が低下するので、

使用の際は注意を要する。 

 

 

 

(2)土留用鋼材SS400の許容応力度は一般に引張り、圧縮とも保証降伏強度のδy=24,000N／㎠を用いて

いる例があるが、仮設鋼材は使用頻度が高いこと、断面欠損があること等を考慮して、｢道路橋示方書｣

(日本道路協会)に示される許容応力度の1.5倍をとる。 

(3)鋼矢板の材質は一般に２種(保証降伏応力度δy＝30,000N／㎠)であり、これの長期許容応力度(δ＝

18,000N／㎠)の1.5倍した値を許容応力度とする。 

(4)タイロッドの許容応力度はSS400材の保証降伏応力度(δy＝24,000N／㎠)の40％を長期許容応力度し

ているが、これを1.5倍した値をとる。 

   しかし、タイロッド反力が大きく止むを得ない場合は高張力タイロッドを使用してよい。 

      保証降伏応力度:δy＝45,000N／㎠ 

      長期許容応力度:δy＝18,000N／㎠(0.4δy) 

      仮設(短期)許容応力度:δ'y＝27,000N／㎠(0.5δa)       

 

図１－13 軸方向許容応力度 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-17  

１－５－２ 軸方向圧縮力と曲げモーメントを受ける部材 

 

 

 

ここに、σｃ：照査する断面に作用する軸方向力による圧縮応力度(N／mm2) 

σbcy、σbcz：それぞれ強軸および弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる曲げ圧縮応力度(N／mm2) 

   σcaz：弱軸まわりの許容軸方向圧縮応力度(N／mm2)(ただし、b´≦13.1t´) 

   σbagy：局部座屈を考慮しない弱軸まわりの許容曲げ圧縮応力度(N／mm2) 

       (ただし、2Ac≧Aw) 

   Ac：圧縮フランジの総断面積(cm2)、Aw：ウエブの総断面積(cm2) 

   σbao：局部座屈を考慮しない許容曲げ圧縮応力度の上限値で、210N／mm2とする。 

   σcal：圧縮応力度を受ける自由突出板の局部座屈に対する許容応力度で、210N／mm2とする。 

      ただし、b´≦13.lt´ 

   σeay、σeaz：それぞれ強軸および弱軸まわりのオイラー座屈応力度(N／mm2) 

 

 

 

 1´：材料両端の支点条件により定まる有効座屈長(mm)で､強軸および弱軸でそれぞれ考慮する。 

ｒy、rz：それぞれの強軸及び弱軸まわりの断面二次半径(mm) 

 

 (解説) 

 一般に、軸方向圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける 

部材は、応力度の照査のほか、安定に対する検討が必要で 

ある。 

 Ｈ形鋼(SS400)の場合｢道路端示方書・同解説書Ⅱ鋼橋 

編｣の規定に準じ、以下の式により安定の照査を行うもの 

とする。 

 

照査式－1 

         

 

 

 

照査式－2 

 

 軸方向圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材は軸方向圧縮力と曲げモーメントがそれぞれ最

大となる荷重状態についての安定を検討しなければならない。 
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２ 親杭横矢板工法(標準) 
２－１ 定  義 

 

（解説） 

  ・構造形式は「切梁形式」を対象としその他の形式は構造上困難であるから除外する。 

 

２－２ 各部の名称 

  仮設構造物各部の名称は図１－ 14に示すものを使用する。 

 

 

２－３ 材  料 

 

 

 

 

 

 

 

土留めの材料としては著しい損傷がなく、入手が容易なものを使用するのを原則とする。 

 

 
図１－14 各部の名称 

 親柱と称するＨ型鋼等の杭を所定間隔に打設し、その杭間に土留板を落し込んで、主として土圧に抵抗させる

仮設構造物である。 
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２－４土留杭 

２－４－１ 土留杭の支持力 

 

 

(解説) 

  土留め壁および中間杭の許容鉛直支持力は次式により求める。 

   

    Ra：許容鉛直支持力(kN) 

    ｎ：安全率(＝2) 

    Ru：地盤から決まる土留め壁の極限支持力(kN) 

    Ws：土留め壁で置き換えられる部分の土の有効重量(kN) 

      ただし、地下水位以下での土の単位体積重量は、湿潤重量から9.0kN／m3差し引いたものを用い

る。 

    Ws：土留め壁の有効重量(kN) 

      ただし、地下水位以下での土留め壁の有効重量は、土留め壁の単位体積重からlO.OkN／m3を差

し引いたものを用いる。 

   極限支持力Ruは、次式により求める。 

    Ru＝qdA＋UΣlifi 

    ｑd ：土留め壁先端地盤の極限支持力度(ｋＮ／m2) 

    Ａ ：土留め壁の先端面積(m2) 

    Ｕ ：周長(ｍ)で土留め壁の設置状況を考慮し、土と接する部分とする。 

    １ｉ：周面摩擦力を考慮する層の層厚(ｍ) 

    ｆｉ：周面摩擦力を考慮する層の最大周面摩擦力度(kN／m2) 

   土留め壁の周面摩擦力を考慮する区間は、次図に示す範囲とする。 

 

親杭および中間杭の先端地盤の極限支持力度ｑd(kN／m2)および最大周面摩擦力度ｆｉ(ｋＮ／m2)は以

下の式により求める。 

qd＝200・ａ・N 

fi＝2・β・Na(砂質土) 

fi＝10 ・ β・Nc(Nc：Ｎ値の場合)、fi＝β・Nc(Nc：粘着力ｃの場合) 

 各種調査の結果から、土留杭の支持力は、つぎのように考える。まず、Ｎ値30以上の砂質土層と固結シ

ルト層、及びＮ値10以上の洪積粘性土層に3m以上根入れさせれば支持力の計算をしなくともよい。ここに

根入れとは、アースオーガーなどでプレーボーリングしたものでなく、打撃によって貫入させたものである。 
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 (粘性土) 

   ａ：施工条件による先端支持力の係数(表１－９) 

 
Ｎ：先端地盤のＮ値で40を上まわる場合は40とする。 

 

 

N₁：杭先端位置のＮ値 

N₂：杭先端から上方へ2mの範囲における平均Ｎ値 

β：施工条件による周面摩擦力度の係数(表１－10) 

 

Ns : 砂質土のＮ値で50を上まわる場合は50とする。 

Nc : 粘性土のＮ値または粘着力ｃで150kN／m2を上まわる場合は、150kN／m2とする。 

 

 

 

 

図1－15 N1及びN2のとり方 

表1－10 施工条件による周面摩擦力度の係数β 

施  工  方  法 β 

打   撃   工   法 1.0 

振   動   工   法 0.9 

圧   入   工   法 1.0 

プレボーリング工法 
砂充填 0.5 

打撃・振動・圧入による先端処理 1.0 

        表１－９ 施工条件による先端支持力度の係数α 

施  工  方  法 α 

打   撃   工   法 1.0 

振   動   工   法 1.0 

圧   入   工   法 1.0 

プレボーリング工法 
砂充填 0.0 

打撃・振動・圧入による先端処理 1.0 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-21  

  ２－４－２ 土留杭に使用する軸方向鉛直力 

 

 

２－４－３ つり合い深さおよび仮想支持点の求め方 

 

 
(解説) 

 

 

２－４－４ 土留杭の根入長 

 
（解説） 

 土質がよく、つり合い深さがきわめて小さいが求められない場合の最小根入長を1.5mとしたのは「建

設工事公衆災害防止対策要綱」によったものである。根入長は切りあげて50cm単位の数値とする。 

 

２－４－５ ⼟留杭の断⾯計算 

 

２－４－６ 土留杭の間隔 

  

 土留杭の中心間隔は、1.5mを標準とする。これによらない場合にはl.Om以上2.0m以下の範囲を原則とす

る。 

 土留杭の断面は1-4-6の土圧分布を用い、土留杭間隔分の土圧を荷重とし、切梁位置および仮想支持点を支

点とする単純梁として計算する。また軸方向鉛直力が作用するときはこれを考慮して計算しなければならな

い。 

土留杭の根入長は、つり合いの深さの1.2倍とするが、1.5mに満たない時は1.5mとする。 

図1－16 最終掘削時の計算 

(最下段切梁点での計算) 
図1－17 最下段切梁設置時の計算 

(最下段切梁より一段上での計算) 

 最下段切梁およびその一段上の切梁点に関する、それより下方の主働土圧による作用モーメントと受動土

圧および土留杭側面抵抗による抵抗モーメントとがつり合う状態になるときの掘削底面以下の深さをつり

合い深さとし、そのときの受働側の合力の作用点を仮想支持点とする。 

土留杭に作用する軸方向鉛直力は、覆工受桁に載荷された諸荷重によって生ずる最大反力である。この軸

方向鉛直は２－４－１で求められる許容支持力以下でなければならない。 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-22  

 

２－４－７ 土留杭と構造物との間隔 

 

 

２－４－８ 中間杭 

 

(解説) 

  鉛直荷重をうける中間杭が長期にわたって使用される場合は、安全のために掘削底面に沈下防止装置を

設けることが望ましい。 

 

２－４－９ ヒービングの検討 

 

 

(解説) 

  親杭横矢板土留めの工法は地下水位が低いときまたはポンプによる排水で十分であるときに採用される。

従ってボイリングの検討は省略できる。 

  ヒービングの検討は、４－６－２による。 

 

 

土留めにおいてはヒービングに対する安定計算を行う。 

1） 中間杭軸方向鉛直力を受けるときの許容支持力は、２－４－１による。 

2） 中間杭に作用する軸方向鉛直力は､覆工受桁に載荷された諸荷重によって生ずる最大反力 

  である。中間杭が、適切な剛性を持つ綾溝によって連結されたときは、最大反力が前後の 

  中間杭に分配されると考える。 

3） 切梁の座屈防止のために設ける中間杭は、覆工からの荷重を受ける中間杭を兼ねてよい。 

4） トンネルのような連続した掘削での中間杭の間隔は3m以下を原則とする。 

5） 軸方向鉛直力を受ける中間杭は長柱として計算する。 

6） 軸方向鉛直力が作用する中間杭では、必要に応じて掘削底面において、沈下防止装置を考 

  慮する。 

 

 

(解説) 

 フーチングの型枠を取りはずすことを考慮した数 

値である。型枠を撤去しない場合は別途考慮する。 

 一般にその値は25cmである。 

図１－18 

 構築する構造物と土留杭との間隔はl.Omとするのが一般的である。 

なお、掘削面に足場工を必要とする場合は2.2mとする。（数量算出要領より） 
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２－５ 土留板 

 

 

 

(解説) 

 土留板の板厚は次式により求める。 

 

 

 

 

 

標準として最上段の数値を用いてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－11 土留板の許容応力度 

木材の種類 
許容応力度(N/mm2) 

圧縮 引張りまた曲げ せん断 

針
葉
樹 

あかまつ、くろまつ、からまつ、ひば、ひのき、つが、 

べいまつ、べいひ 
12.0 13.5 1.05 

すぎ、もみ、えぞまつ、とどまつ、べいすぎ、べいつが 9.0 10.5 0.75 

広
葉
樹 

かし 13.5 19.5 2.1 

くり、なら、ぶな、けやき 10.5 15.0 1.5 

ラワン 10.5 13.5 0.9 

ℓ₁：板厚以上 

     ４cm以上 

図１－19 

土留板は最終掘削深さに応じた板厚のものを掘削全面に用い、その両側が４cm 以上かつ板厚以上土留ぐいの

フランジにかかる長さとする。 
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２－６ 腹起しおよび切梁 

 ２－６－１ 腹起しおよび切梁の間隔 

 

 

２－６－２ 腹起しの切梁に作用する土圧 

 

 

 

(解説) 

  腹起し、切梁に使用する土圧は図１－20による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－20 腹起し、切梁に作用する土圧 

 腹起しおよび切梁に作用する土圧は、最終掘削状態において1-4-6の土圧分布を用い下方分担法により求め

る。 

１） 腹起しの垂直間隔は３m程度とし､土留杭頭から1m以内に第１段目の腹起しを入れることを原則と 

する。ただし、覆工受桁のある場合はこのかぎりではない。 

２） 切梁間隔は水平には５m以下、垂直には3m程度とする。 

３） 腹起しの継手間隔は６m以上とする。 
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２－６－３ 腹起しの計算 

 

(解説) 

   腹起しは、切梁材芯を支点とした単純梁として設計を行う。そのときの支間としては、火打ちを入れ

ない場合には図１－ 21 (a)に示すように切梁設置間隔として、火打ちを入れる場合には図１－21(b)に

示すように火打ちの形状や配置を考慮して設定する。 

   なお、火打ちブロックを用いる場合には、端部には、端部にブロック高さの梁材があるものとして火

打ちと同様にこの材芯を支点としてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

（b）火打ちを入れる場合 

図１－21 腹起しのスパン 

 腹起しは２－６－２で求められた反力を荷重とし､切梁を支点とした単純梁として計算する。フーチングの

ように掘削平面形状が長方形の場合では、腹起しは切梁を兼ねることになるので圧縮力を考える必要がある。 
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２－６－４ 切梁の計算 

 

 

① 切梁の鉛直方向の検討に対して 

   （1）中間杭がないときは切梁全長 

   （2）中間杭があるときは図１－23でℓ₁ℓ₂ℓ₃のうちの最大長 

 

② 切梁水平方向の検討に対して 

   ａ）１方向に切梁が入るとき 

    （1）中間杭のない場合 

      図１－24で、水平継材にL－130を用いるときは、切梁全長L1をとる。 

      L -150を水平継材とするときは、2.5ℓ₁、2.5ℓ₂、2.5ℓ₃のうち最大長をとる。 

 ただし、この値が切梁全長LIより大きいときは切梁全長LIを座屈長とする。 

（2）中間杭がある場合 

      図１－24で、水平継材にℓ－130を用いれば、ℓ4＋ℓ5とℓ6のうち大きい方を座屈長とする。 

  水平継材にL -150を用いれば､2.5ℓ4､2.5ℓ5 (ただし、この値がℓ4＋ℓ5を越える場合は、ℓ4＋ℓ5とℓ6

のうち最大長を座屈長とする。） 

図１－23 

 

 

1）切梁に作用する軸力は、2-6-2で計算する反力と切梁の分担幅との積として求める。       
                    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）切梁は、1-5-2により、切梁の鉛直方向および水平方向の安定が検討されなければならない。 

3）切梁には、軸力のみでなく鉛直荷重を考慮する。（Wo＝5.0kN／ｍ程度） 

 

図 1-22 
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b) ２方向に切梁が入るとき 

 (1)切梁Ａに対して(図1 - 25参照) 

   ℓ1、ℓ2、ℓ3のうち最大長を座屈長とする。 

 (2)切梁Ｂに対して1.5ℓ1、1.5ℓ2、1.5ℓ3のうち最大

長をとり、この値が切梁Ｂの全長を越える場合

は切梁全長を座屈長とする。 

 (3)切梁Ｃに対して 

   1. 5ℓ5、1.5ℓ6(ただしこの値がℓℓ5＋ℓ6を越える

ときはℓ5＋ℓ6)とℓ4のうち最大長を座屈長とす

る｡ 
図１－25 

図１－24 
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２－６－５ 継  材 

 

(解説) 

  切梁が鉛直方向や水平方向に数段数列にわたって設置されるとき、土留全体の剛性を増やし、切梁の座

屈長を小さくするため、水平継材および鉛直継材で切梁同士を結ぶ必要がある。 

  ここでは、最小の剛性を保つために、継材の間隔をこのように定めた。継材は、L-130×130×9を標準と

するが、座屈を拘束するためには、-150程度のものが必要である。(２－６－４参照) 

 

 

 

 

 

 

 

継材間隔は４m以内を原則とする。 

③ 火打ちがある場合の座屈長について図1－26のように 

火打ちが45°に設置されているときは、下記の如く考

えてよい。 

 (1)鉛直方向(面内)の検討 

   ℓｚを座屈長とする。 

 (2)水平方向(面外)の検討 

   ℓｙを座屈長とする。 

図１－26 
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２－６－６ 火打ち 

（解説） 

  下記の３つの条件を満足するような土留においては、火打ち材と火打ち受ピースが一体化された“火打

ちブロック”を採用すること。 

    １）土留壁が直線的、かつ平行に設置できること。 

    ２）腹起しと切梁が直角であること。 

    ３）腹起しの内々寸法が概ね6m以上であること。 

  ただし、腹起材の計算スパンは“2-6-3”に準ずるものとする。 

 

 

１）火打ちは図1 -27・28に示すように45°の角度で対称に入れることを原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）火打ちに作用する軸方向は次式により計算する。 

   

 

    Ｎ：火打に発生する軸力（kN） 

    Ｒ：火打が負担する腹起しからの荷重（ｋＮ） 

    Ｒ＝ｂ・ｗ 

     ｂ：分担幅（ｍ） 

     ｗ：支保工反力（ｋＮ／ｍ） 

    θ：火打の設置角度（度） 

３）火打ちの自重は、無視してよい。 

図１－27 図１－28 
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２－７ 仮設用Ｈ形鋼の断面性能、断面特性 

   Ｈ形鋼の断面性能等は、次表を標準とする。 

 

 

 

 （注）１ ボルトの孔径は、25mmとする。 

    ２ ♯印の数値は、詳細設計時に使用の数値とする。 

    ３ 規格、孔の位置等は、次図による。 

 

規格 

Ｈ×Ｂ×ｔ1×ｔ2 

ｗ：単位重量 

孔の位置  

(ｍ) 

A 

（cm2） 

Ix 

(cm4) 

Iy 

(cm4) 

ix 

(cm) 

iy 

(cm) 

zx 

(m3) 

zy 

(m3) 

備考 

 

H200×200×8×12  

生材： 

ｗ＝499N/m 

加工材： 

ｗ＝550N/m 

生材 

L＝100 

63.53 

51.53 

4,720 

3,660 

1,600 

919 

8.62 

8.43 

5.02 

4.22 

472 

366 

160 

92 
 

H250×250×9×14

生材: 

 ｗ＝718N/m 

加工材: 

 ｗ＝800N/m 

生材 

L＝150 

91.43 

78.18 

10,700 

 8,850 

3,650 

2,860 

10.8 

10.6 

6.32 

6.05 

860 

708 

292 

229 
 

H300×300×10×1

5 生材: 

 ｗ＝930N/m 

加工材: 

 ｗ＝1000N/m 

生材 

L＝150 

118.4 

104.8 

20,200 

17,300 

6,750 

5,900 

13.1 

12.9 

7.55 

7.51 

1,350 

1,150 

450 

394 
 

H350×350×12×1

9 生材: 

 ｗ＝1350N/m 

加工材: 

 ｗ＝1500N/m 

生材 

L＝150 

171.9 

154.9 

39,800 

35,000 

13,600 

12,500 

15.2 

15.1 

8.89 

8.99 

2,280 

2,000 

776 

716 
 

H400×400×13×2

1 生材: 

 ｗ＝1720N/m 

加工材: 

 ｗ＝2000N/m 

生材 

L＝150 

L＝200 

218.7 

197.7 

197.7 

66,600 

59,000 

59,000 

22,400 

21,200 

20,300 

17.5 

17.3 

17.3 

10.1 

10.4 

10.1 

3,330 

2,950 

2,950 

1,120 

1,060 

1,010 

♯ 

Ｈ形鋼の断面性能、断面特性(生材・加工材) 

図１－29 
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３ 鋼矢板工法(標準) 

３－１ 定  義 

 
(解 説) 

    構造形式による分類 

 

 

３－２ 設計方法の分類 

 

 

 

 

注1）慣用法では土留め壁の変形量を求めることができないため、近接構造物が存在し変形量を求める

必要がある場合は弾塑性法によるのがよい。 

注2）N値が２以下もしくは粘着力が20kN／m2（2tf／m2）程度以下の軟弱地盤においては掘削深さがH

＞8.0mに対して適用する。 

注3）良質地盤においては概ね掘削深さが4m以浅に適用する。 

 

表１－12 土留めの設計手法の分類 

支保工形式 掘削深さ 土留めの応力・変形の計算法 

切りばり式 

アンカー式 

H≦3.Om 
小規模土留め設計法 

(慣用法) 

3.0m＜H≦10.0m 慣用法 (注1) 

H＞10.0m (注2) 弾塑性法 

自立式 H≦3.0m (注3) 弾性床上のはり理論 

 土留めは支保工の有無により安定機構が異なり、また掘削深さにより必要とされる設計の精度も異なるこ

とから、表1 – 12土留めの設計手法の分類に示すように支保工形式と掘削深さに応じた設計手法を用いる。 

なお、掘削深さが10.0mをこえる鋼矢板壁の場合、鋼矢板頭部を溶接あるいはコンクリートで鋼矢板頭部

を固定して断面の有効率を上げることも検討するのがよい。 

   自立式鋼矢板工法 

   控え式鋼矢板工法 

   切梁式鋼矢板工法 

 鋼矢板を打設して、土圧及び水圧に抵抗させる仮設構造物であり、根切り深さによって支承構造が変化す

る。最も浅い場合には、鋼矢板の剛性のみで自立する自立式鋼矢板工法、次に鋼矢板頭部のみを控え壁等で

支承する控え式鋼矢板工法､更に掘削深さが大きい場合には数段の腹起し切梁で支承された切梁式鋼矢板工

法となる。 
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３－３ 鋼材の最小断面および鋼矢板の継手 

３－３－１ 鋼  材 

 

 

３－３－２ 主要部材の最小断面 

 

(解説) 

   最小部材は、掘削深さ3m以深の場合、親杭横矢板壁はH-300×300、鋼矢板壁ではⅢ型以上とし、掘削

深さ3m以浅では最小部材の規定は設けないものとする。しかし施工上の問題、打設時の貫入抵抗、市場

性等から、親杭横矢板壁ではH-150×150、鋼矢板壁ではⅡ型以上を使用することが望ましい。 

 市街地域においては、鋼矢板の変形が近接構造物等に有害な影響をおよぼす危険性がある。従って市

街地域ではⅢ型以上のものを使用する。 

   但し、控え鋼矢板についてはこれによらなくてもよい。 

 

３－３－３ 鋼矢板の継手 

    
(解説) 

① 鋼矢板は一般の鋼材に比べ溶接性が悪いため、一枚物を使用することを原則とする。 

② 現場溶接には突合せ溶接と添接板(形鋼、鋼矢板)溶接との併用とする。 

③ ボルト接合工法を用いる場合は溶接との併用をしてはならない。これは応力の伝達法が全く異な

るためであるが、応力の伝達はボルトで行い止水の目的のみに溶接を併用する場合はこのかぎりで

ない。 

 

３－３－４ 鋼矢板の断面性能 

 

(解説) 

 

 

表 1－13 土留め壁の断面二次モーメントおよび断面係数の有効率 

 計算種別 断面性能の有効率 

断面二次モーメント 
根入れ長の計算(βの計算) 全断面(100％)有効 

断面力、変位の計算およびこれに用いるβの計算 表2-1-16による 

断 面 係 数 応力度の計算 表2-1-17による 

 鋼矢板の応力度とたわみの計算に用いる断面二次モーメント及び断面係数は下表によるものを原則と

する。 

 ただし、剛性を高められる場合は、この値を増すことができる。 

１) 鋼矢板は一枚物を用いることを原則とする。 

２） 止むを得ず現場継手を設ける場合は､継手位置はできるだけ応力の大きい所を避けるとともに継手

が同一箇所に集中することのないよう隣接矢板継手とは上下に１ｍ以上離してチドリに設ける。 

鋼矢板はⅡ型以上のものを使用することを原則とする。 

鋼矢板土留め工の鋼材は著しい損傷がなく、入手が容易なものを使用する。 
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３－４ 自立式鋼矢板(標準) 

 ３－４－１ 設計手法 

 
３－４－２ 土  圧 

 

1) 自立式鋼矢板に作用する土圧は、図１－30の如くとする。 

図1－30 

ここで、 Ｈ：掘削深さ（ｍ） 

    Ｄ：必要根入長（ｍ）    

   Ｐａ：主働土圧強度（ｋN／m2） 

   Ｐｗ：水圧強度（ｋN／m2） 

    ｑ：過載荷重（kN／m2） 

〔必要に応じて考慮〕 

 Changの理論による設計手法は、河川構造物に類するものであり、道路設計に伴う仮設構造物の場合は「道路工・

仮設構造物工指針」によるものとする。 

表１－15 土留め壁の断面係数のとり方 

土留め壁の種類 断面係数のとり方 

親杭横矢板壁 Ｈ形鋼の全断面を有効とした断面係数 

鋼 矢 板 壁 

全断面有効の60％の断面係数 

ただし、鋼矢板継手部の掘削面側を鋼矢板頭部から50 cm程度溶接したり、コンクリート

鋼矢板頭部から30 cm程度の深さまで連結して固定したもの等については、断面係数を全

断面有効の80％まで上げることができる。 

鋼管矢板壁 
継手部分を除いた、鋼管部分の断面係数 

中詰めコンクリートを用いる場合でも、鋼管部分のみとする。 

柱列式連続壁 芯材としての形鋼断面のみの断面係数 

地中連続壁 鉄筋コンクリートの矩形断面として、コンクリートの引張強度を無視して設計する。 

表１－14 土留め壁の壁面二次モーメント 

土留め壁の種類 応力・変形計算時の断面二次モーメント 

親杭横矢板壁 Ｈ形鋼の全断面有効 

鋼 矢 板 壁 

全断面有効の45％ 

ただし、鋼矢板継手部の掘削面側を鋼矢板頭部から50 cm程度溶接したり、コンクリート

鋼矢板頭部から30 cm程度の深さまで連結して固定したもの等については、断面二次モー

メントを全断面有効の80％まで上げることができる。 

鋼管矢板壁 継手部分を除いた、鋼管部分の全断面を有効 

柱列式連続壁 芯材としての形鋼断面のみ有効 

地中連続壁 コンクリート全断面を有効とした場合の60％ 
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３－４－３ 受働土圧に対する検討 

 

(解説) 

   施工条件等により、上記２式を満足する形状が確保できない場合は、次の方法により地盤面を下げる

か、もしくは受働土圧を低減して設計を行うものとする。 

   (1)地盤面を下げる方法 

 

 

 

 

 

 

（2）受働土圧を低減する方法 

 ・砂質地盤の受働土圧 

    P´P＝Ｗltanφ 

 ・粘性地盤の受働土圧 

    P´P＝B1・Ｃ 

  ただし、受働土圧はいずれも三角形分布とする。

 図１－32 仮想地盤面 

 受働土圧は図1 -31に示す形状以上であれ 

ば現地盤面より考えるものとし、これにより 

がたい場合は、設計上の現地盤面を下げる等 

の考慮をしなければならない。 

 
(1) 掘削面付近が砂質土の場合 

   Ｂ1≧ｈ・cotαp ・・・・・・・・・・・・・・・・・     ①      

   Ｗ1・tａｎφ≧P・・・・・・・・・・・・・・・・・     ②         

         αp：受働土圧崩壊角(＝45°－φ／2)(°) 

         

 

         φ：砂の内部摩擦角(゜) 

          P：受働土圧(第１節 1-4-6(2)による) 

(2) 掘削面付近が粘性土の場合 

   Ｂ1≧h・cotαp ・・・・・・・・・・・・・・・・・     ① 

   Ｂ2・Ｃ≧P・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・     ② 

         αp：受働土圧崩壊角(＝45°) 

         Ｃ：粘着力(kN／m2) 

図１－31 
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３－４－４ 水 圧 

 

 

３－４－５ 鋼矢板根入長 

 
 

(解説) 

     土留め壁の根入れ長は杭が半無限長としてみなせる長さとすることが原則であり、その長さは3

／β以上といわれている。しかし、D＝2.5／βとした場合と半無限長の杭とした場合の杭頭変位お

よび曲げモーメントの差は数％であることや、いたずらに根入れ長を長くした場合、土留め壁引抜

による周辺地盤への影響が大きくなること等を考慮して根入れ長は2.5／βとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鋼矢板の根人長は、最小根人長、掘削底面の安定から決定される根入れ長、および次式により求められ

る根入れ長を検討して決定する。 

 

     

 

  ここで、 

Ｄ：根入れ長(ｍ) 

β：杭の特性値(ｍ-1) 

 

 

 

 

 

KH : 水平方向地盤反力係数(kN／m3)で、通常、１／βの範囲の平 

                 均値とする。 

Ｂ：土留め壁の幅(ｍ)で親杭の場合は杭幅、鋼矢板の場合は単位 

                幅とする。 

Ｅ：土留め壁のヤング係数(kN／m2)(表２－７参照) 

Ｉ：土留め壁の断面二次モーメント(m4)で、親杭の場合は１本、 

                鋼矢板の場合は単位幅の値とする。 

鋼矢板に作用する水圧は１－４－７による。 
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３－４－６ 鋼矢板断面の応力計算 

 

(解説) 

     (1)水平方向地盤反力係数(kH)について 

        水平方向地盤反力係数は水平方向載荷試験によって求めることが望ましい。 

        水平方向地盤反力係数は、次式より求める。 

 

        KH：水平方向地盤反力係数(ｋN／m3) 

        η：壁体形式に関わる関数 

          連続した壁体の場合  η＝１ 

          親杭横矢板壁の場合  η＝Bo／Bf、ただし、η≦4 

        Bo：親杭中心間隔(ｍ) 

        Bf：親杭フランジ幅(ｍ) 

        ｋHo：直径30cmの剛体円板による平板載荷試験の値に相当する水平方向地盤反力係数 

(kN／m3) 

 

        KH：水平方向地盤反力係数(kN／m3) 

BH：換算載荷幅(ｍ) 

          親杭横矢板壁、連続壁ともにBH＝10.0m 

Eo：表１－ 19に示す方法で測定または推定した設計の対象とする位置での地盤の変形係数

(kN／m2) 

          団結シルトの変形係数は、原則として試験値を用いるが、試験結果が得られない場合

は、αEo＝210c(kN／m2)で推定してよい。 

          ただし、ｃは土の粘着力(kN／m2)である。 

α：地盤反力係数の推定に用いる係数(表1 – 16) 

 

 

 

 

図１－33 土圧分布 

最大曲げモーメント 

   

   

Ｍ：土留め壁に発生する最大曲げモーメント(ｋＮ・ｍ) 

  Ｐ：側圧の合力(kN)で親杭の場合は親杭間隔、鋼矢板の場合は単位幅の値とする。 

  ｈ0：掘削底面から合力の作用位置までの高さ(ｍ) 

鋼矢板断面の応力計算は、４－４－２に示した土圧分布を用い、次式より行う。 
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表１－16  Eoとα 

 

 

実測ができない場合は表１－17の値を用いて良い。 

 

表１－17 標準貫入試験値(N)と横方向地盤反力係数(kH)との関係 

 

 

 

（2）材料のヤング係数 

表１－18(1) 鋼材のヤング係数 

 
 

表１－18(2)コンクリートのヤング係数 

 

 

 

設計基準強度(N/mm2) 21 24 27 30 

ヤング係数(N/mm2) 2.35×104 2.5×104 2.65×104 2.8×104 

種    類 ヤング係数(N/mm) 

鋼および鋳鋼 

PC鋼線、PC鋼より線、PC鋼棒 

2.0×105 

2.0×105 

N(回) kH(kN/m
3) N(回) kH(kN/m

3) N(回) kH(kN/m
3) N(回) kH(kN/m

3) 

１  673 14  9,419 27 18,165 40 26,911 

２ 1,346 15 10,092 28 18,838 41 27,584 

３ 2,018 16 10,765 29 19,511 42 28,257 

４ 2,691 17 11,437 30 20,184 43 28,930 

５ 3,364 18 12,110 31 20,856 44 29,603 

６ 4,037 19 12,782 32 21,529 45 30,275 

７ 4,710 20 13,456 32 22,202 46 30,948 

８ 5,382 21 14,129 34 22,875 47 31,621 

９ 6,055 22 14,801 35 23,548 48 32,294 

10 6,728 23 15,474 36 24,220 49 32,967 

11 7,401 24 16,147 37 24,893 50 33,639 

12 8,073 25 16,820 38 25,566   

13 8,746 26 17,492 39 26,239   

(η＝1、BH＝10.0mで算定) 

次の試験方法による変形係数(kN/ m2) α 

ボーリング孔内で測定した変形係数 ４ 

供試体の一軸または三軸圧縮試験から求めた変形係数 ４ 

標準貫入試験のＮ値よりEo＝2,800Nで求めた変形係数 １ 
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３－４－７ 頭部変位量の検討 

 
(解説) 

   鋼矢板には応力度の上で余裕があっても、鋼矢板全体の変位をある値以下におさえておくことは鋼矢

板背面や前面の地盤破壊を防ぐ上で重要である。 

   但し、変位により近傍民家や地盤に影響がない場合、又、河川内の締切等については30cm以下とする。 

 

鋼矢板の頭部変位量は次式により計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立式鋼矢板の許容変位量は、原則には自立高の3％とする。 

 

δ＝δ1＋δ2＋δ3 

   δ ：土留め壁頭部の変位量(ｍ) 

   δ1 ：掘削底面での変位量(ｍ) 

   δ2 ：掘削底面でのたわみ角による変位量(ｍ) 

   δ3 ：掘削底面以上の片持ちばりのたわみ(ｍ) 

ｐ2´：モーメントを等価とする三角形分布荷重の掘削底面 

での荷重強度(kN／ｍ) 

β：杭の特性値(ｍ-1) 

ｈ：掘削底面から合力の作用位置までの高さ(ｍ) 

Ｐ：側圧の合力(KN) 

Ｅ：土留め壁のヤング係数(kN／mm2) 

Ｉ：土留め壁の断面二次モーメント(ｍ4) 

Ｈ：掘削深さ(ｍ) 

ΣM：側圧による掘削底面周りのモーメント(kN／ｍ) 

(a)親杭横矢板壁の場合 (b)鋼矢板壁の場合 

図1-34 自立式土留めに作用する土圧および水圧 

図１－35 モーメントを等価と 

する三角形分布荷重 
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３－５ 切梁式鋼矢板(標準) 

 ３－５－１ 各部の名称 

 

 

 

３－５－２ 土  圧 

 

 

３－５－３ 水  圧 

 

３－５－４ 鋼矢板の根入長 

 

(解説) 

    根入れ部の安定計算は基本的には親杭横矢板工法と同じである。異なる点は鋼矢板の根入れ部が連

続していること、一般に水圧がかかること、親杭横矢板の場合と異なる考えで鋼矢板根入れ長の最小

値を決める必要があることの３点である。また、一般的には鋼矢板には鉛直荷重を支持させないが、

支持させる場合は別途検討を行う必要がある。 

安定計算から決まる根入れ長の最小値は３ｍとし､最大値が掘削深さの1.8(水中では設計水位から

掘削底面までの深さ)程度を越える場合は、原則として、別途型式の検討が必要である。 

 

 

 鋼矢板の根入長は､モーメントのつり合いによる根入長とし､４－６に示す「ヒービング」、「ボイリング」の

各項を検討して決定する。 

鋼矢板に作用する水圧は１－４－７による。 

鋼矢板に作用する土圧は１－４－６による。 

① 鋼矢板 

② 腹起し 

③ 切梁 

④ 中間杭 

⑤ 火打ち 

⑥ 火打ちピース 

⑦ 隅角部ピース 

 

図１－36 
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３－５－５ つり合い深さ 

 

(解 説) 

    つり合い深さの計算は、最下段切梁およびその１段上の切梁の両者について行う。 

    つり合い深さは主働土圧、および水圧による作用モーメントと受働土圧による抵抗モーメントがつ

り合う状態になるときの掘削底面以下の深さとし、そのときの受働土圧の合力の作用点を仮想支持点

とする。 

 

 

３－５－６ 仮想支持点 

 

(解説) 

    仮想支持点５mで打ち切る場合にも、つり合い深さは計算によって求めなければならない。これは、

仮想支持点は鋼矢板断面の計算に用いて、つり合い深さは根入れ長の計算に用いるからである。 

 

３－５－７ モーメントのつりあいによる鋼矢板の根入れ長 

 

 

(解説) 

    モーメントのつりあいによる鋼矢板の根入れ長は、３－５－５(つりあい深さ)により求める。 

 

モーメントのつりあいによる鋼矢板の根入れ長は、つりあい深さの1.2倍とする。 

 鋼矢板断面計算に用いる仮想支持点は、受働土圧の合力の作用点とする。ただし、その最大深さは掘削底面

より５mとする。 

図１－37 つり合い深さ 

 つり合い深さは、ある切梁位置に関する主働土圧と水圧によるモーメント(Ma)と受働土圧によるモーメント

（Mp）が等しくなる場合(Mp/Ma=Pp・Yp/Pa・Ya=1の掘削底面以下の深さとする。 
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３－５－８ 鋼矢板断面の応力計算 

 

(解説) 

    鋼矢板の断面は、ここで行う断面計算か、つぎに述べる変位の計算によって決まる。親杭横矢板工

法と断面計算の異なる点は荷重として水圧が働くこと、鋼矢板の根入れ部の土圧を無視できないこと

である。又、鋼矢板は、一般に曲げに対して設計されるので曲げと軸力は同時に考えないことである。

ただし、軸力を受ける場合は別途検討する必要がある。 

    スパンは、掘削完了時における最下段切梁、また最下段切梁設置前の１段上の切梁とそれぞれの仮

想支持点との間とし、この両方について計算しなければならない。 

    荷重のとり方は以下のとおりである。 

 

 

上面図の荷重状態より腹起し相互間が広いときは、腹起し相互間を単純梁として応力度のチェック

を行なう。 

 

 

図１－38 鋼矢板の断面計算 

 鋼矢板の断面の応力計算は､主働側には１－４－６(１)(土圧)および１－４－７(水圧)に示した荷重分

布を用い、受働側には１－４－６(２)の受働土圧強度を考えるものとし、切梁位置と仮想支持点を支点と

する単純梁として行う。 
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３－５－９ 鋼矢板の変位の検討 

 
(解説) 

   計算上の最大変位量は0.3mを目安とするがこれを越える場合には１段上位の剛度をもつ鋼矢板を使用

するか、掘削に先立って締切り内に地中梁を設置するか、地盤改良を考慮するなどの特別の処置を考え

なければならない。 

   鋼矢板の変位0.3m程度を目安としたのは、掘削深10m程度、地盤条件としてC＝20kN／m2の軟弱粘土

の場合を考えれば、地盤が破壊すると思われるとき、鋼矢板の変位は0.3m程度に予測されるからである。 

   たわみ量を計算する際に考慮する荷重としては1-4-6(1)に示す断面決定土圧と1-4-7に示す水圧を支

間ℓ全体に載荷させる。 

ただし、台形状の荷重は、全荷重が等価値な長方形分布としてよい。 

   また弾性支点をあらわす、ばね定数Ｋ(ｋN／ｍ)は、最終掘削底面から仮想支持点までの区間における

地盤の横方向地盤反力係数ｋｈ値(kN／m3)にその区間の鋼矢板面積Ａ(上図において幅1m、深さhp)を乗

じた値としてよい。 

 

 

 

 

 

 

 つまり 

 K=kh・Ａ(kN／ｍ) 

 となる。 

khの値は表1－19を採ってよい。 

鋼矢板の変位は､図に示すように最上段切梁位置を剛な支点として、仮想支持点深さの１／２

を弾性支点としてその間を単純梁として求める。 

変位量は、単純梁としての最大たわみδ1に、その最大たわみが生じる点における弾性支点の

変位の影響を加えたたわみδ＝δ1＋δ2とする。 

 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-43  

 

 

 

 

地盤条件 
kh(kN/m3) 

沖
積
層 

粘性土 

砂質土 

 5,000～20,000 

15,000～30,000 

洪
積
層 

粘性１ 

砂質１ 

20,000～40,000 

40,000～60,000 

 

３－５－10 腹起し、切梁、火打ち材 

 

３－６ 控え式鋼矢板(標準) 

３－６－１ 各部の名称 

 

 

 

腹起し、切梁及び火打ち材の間隔並びに計算法については２－６による。 

 

①鋼矢板 ②タイロッド ③タイロッド取付用腹起し④ナット⑤ワッシャー ⑥控え工 

表１－19 

図１－39 
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(解 説) 

 控え工は、控え版、控え矢板、控え直杭、控え組杭の４種類がある。 

 

３－６－２ 土  圧 

 

３－６－３ 水  圧 

 

３－６－４ 鋼矢板の根入長 

 

(解説) 

    タイロッド取付点に関する主働土圧及び水圧の主働モーメントと受働土圧による受働モーメントの

つり合いにより根入長を算出する。 

 

 

 

鋼矢板に作用する土圧は１－４－６による。 

鋼矢板に作用する水圧は１－４－７による。 

 鋼矢板の根入長はフリーアースサポート法による根入長とし、３－７に示す「ヒービング」は「ボイリング」

の各項を検討して決定する。 

Mｐ≧Fｓ・MＡ 

MＡ＝PＡ・ℓＡ＋PＷ・ℓＷ 

Mｐ＝Pｐ・ℓｐ 

     図１－40 

Mｐ＝FｓMＡ 

MＡ＝PＡℓＡ 

Mｐ＝Pｐℓｐ 

   Mｐ：受働土圧によるタイロッド取付点に関するモーメント(kN・ｍ) 

   MＡ：主働土圧によるタイロッド取付点に関するモーメント(kN・ｍ) 

   Fｓ：安全率(＝1.2) 

   Pｐ：受働土圧(kN) 

   PＡ：主働土圧(kN) 

ℓｐ・ℓＡ：PＡの作用長(ｍ) 
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３－６－５ 支点反力および鋼矢板の曲げモーメント 

 

(解説) 

    仮想支持点は２－４－３により求める。 

 

 

 
 

３－６－６ 鋼矢板変位の検討 

 

 

３－６－７ 控え工 

   1）控え版 

 

 
 

 

 

 

 

 

 支点反力および鋼矢板の曲げモーメントは、タイロッド取付点と仮想支持点を支点とする単純梁として

計算する。 

鋼矢板の変位量は30 cm以下とする。 

 控え版は前面受働土圧によってタイロッド張力および控え版背後の受働土圧に抵抗するものとして、その

高さ及び設置深さを決定する。 

図１－43 土圧分布 図１－42 

図１－41 
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（解 説） 

   控え版は土圧を等分布荷重とみなし、水平方向には連続版、鉛直方向には片持版と仮定する。 

         MH：AP・ℓ／12 

         MV：AP・ｈ／8ℓ 

         ｌ：タイロッド間隔（ｍ） 

         ｈ：控え版の高さ（ｍ） 

 

1） 控え杭 

 

① 直杭 

    鋼抗横低坑理論は、Changの方法を用いる。 

 

 

 控え杭は組杭又は直杭（矢板を含む）とし、杭頭にタイロッド張力を水平力として受ける杭として設計する。 

図１－41 土圧分布 

図１－45 

図１－44 
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（解説） 

    環境条件により、必要な控え距離（ｄ）が得られない場合は、控え工は杭形式とし、その計算は下

記の如く行う。 

    杭とタイロッド取付点よりℓm1／3の深さの点から引いた杭の前面受働崩壊面が杭とタイロッド取付

点の高さよりも下で交わる場合は下記の如くとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－46 

②組杭 

控え組杭 

 組杭の軸方向力は次式によって求めるものとする。 

最大曲げモーメント（㎏ｆ／cm） 

     

 

        Ａｐ：タイロッド張力（kN） 

         β：杭の特性値（ｍ-l） 

   根入長（タイロッド取付点からの根入長）      （ｍ）以上 

ｈ：控杭の突出長（ｍ） 

 

図１－47 
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３－６－８ 腹起し及びタイロッド 

 

 

３－７ ボイリングおよびヒービングの検討による根入長の計算 

３－７－１ ボイリングの検討による根入れ長の計算 

 
    

 

 

 砂質地盤においては、下記によりボイリングの検討を行う。 

 Teraghiによれば、ボイリングにより崩壊する領域は土留め壁に近接した幅Ｄ／２の範囲であ 

る。したがって、幅ℓd／2、深さℓｄなる土柱について根入れ先端位置面でのつり合いを考える。 

図１－48 

Fs：ボイリングに対する安全率（Fs≧1.2) 

ｗ：土の有効重量（ｋＮ／m3） 

   ｗ＝γ´Ｌｄ 

ｕ：土留め壁先端位置に作用する平均過剰間隙水 

  圧（ｋＮ／m3） 

γ´：土の水中単位体積重量（ｋＮ／m3） 

   γ´は、水の単位体積重量をγｗ＝10.0ｋＮ／m3として、 

土の湿潤単位体積重量γから差し引くものとする。ただし、

海水を考慮する場合にはγｗ＝10.3ｋＮ／ｍ3とする。 

Ld: 土留め壁の根入れ長（ｍ） 

γｗ：水の単位体積重量（ｋＮ／ｍ3） 

腹起し及びタイロッドの計算は第１節２－６による。 

表１－20 土圧崩壊角 

 主働土圧崩壊角(αa) 受慟土圧崩壊角(αp) 

砂質土 45°＋ 45°－ 

粘性土 45° 45° 

 ・主働及び受働土圧崩壊角(αa・αp)は表1-20による。 
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（解 説） 

     砂地盤のように透水性の高い地盤において、遮水性の土留めにより掘削する場合、土留め背面の

水位と掘削内の水位とに差を生ずる。この水位差により掘削内に上向きの浸透流が生じ、この浸透

圧が掘削面側の鉛直有効圧に等しくなると、砂の粒子がわきたつ状態となる。このような状態をボ

イリングという。ボイリングが生ずると掘削側の抵抗が減ずるため土留工の安定が失われ、土留工

の破壊に至ることになるのでボイリングに対する安定を確保する必要がある。 

     土留め壁先端位置での過剰間隔水圧をｐωa（＝γω ｈω／2）とすると、崩壊壁1d／2位置での過

剰間隔水圧ｐωbは、楕円浸透流理論からｐωb≒0.57ｐωaとなるため、平均過剰間隔水圧は、図１－49

に示すような台形分布で近似した場合、式①で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

図１－49 

          …………………………………………………………………………① 

    

ただし、ｕ≦γωｈω 

ここに、λ：土留めの形状に関する補正係数 

     短形形状土留めの場合 

     λ＝λ1λ2 

      λ1：掘削幅に関する補正係数 

          λ1＝1.30＋0.7（Ｂ／1d）
-0.45 ……………………………………② 

          ただし、λ1＜1.5のときは、λ1＝1.5とする。 

      λ2：土留め平面形状に関する補正係数 

         λ2＝0.95＋0.09｛（Ｌ／Ｂ）＋0.37}-2 ……………………………③ 

      Ｌ／Ｂは、土留め平面形状（長辺／短辺）とする。 

     円形形状土留めの場合 

     λ＝-0.2＋2.2（Ｄ／1d）
-0.2  ……………………………………………………④ 

      ただし、λ＜1. 6のときは、λ＝1.6とする。 

      Ｄは、円形形状土留めの直径（ｍ） 

 ここで、掘削形状に関する補正係数は、各種パラメータに対する有限要素法による浸透流解析の結果を整理して得

られたものである。 
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３－７－２ ヒービングの検討による根入れ長および断面の計算 

 

 (解説) 

  粘性土地盤では、掘削が進むに伴い、掘削両面と背面側との力の不均衡が大きくなるため、掘削底面側

に周囲の地盤が回り込み、掘削底面が盛り上がる可能性がある。底面のふくれが上がり大きくなると土留

めが安全に施工できなくなるばかりでなく、土留め周辺地盤の沈下により近接した既設構造物に対し悪影

響を及ぼすことなる。従って、粘性土地盤の掘削に当っては、ヒービングに対する安全性を確保する必要

がある。 

 

 ヒービングに対する検討は、原則として以下のように行う。 

 通常､掘削底面の安定の判断には安定数Ｎbが用いられるが､安定数Ｎbが下式を満たすならば、 

ヒービングに対する検討を省略してもよい。安定数Ｎbが3.14をこえると、塑性域が掘削底面の 

隅から発生し始め、Ｎbが5.14で底部破壊が生じるとされている。 

     

 

  ここに、Ｎb：安定数 

     γ ：土の湿潤単位体積重量（ＫＮ／ｍ３） 

     Ｈ ：掘削深さ（ｍ） 

     ｃ ：掘削底面付近の地盤の粘着力（ＫＮ／ｍ２） 

 なお、式中の粘着力ｃは、沖積粘性土地盤において深度方向に増加する傾向にあるが、設計上 

の安全を考慮し掘削底面付近の地盤の粘着力とする。 

 Ｎbが 3.14以上の場合は、下式を用いてヒービングの検討をするものとする。 

 ヒービングに対する検討は、図1-52に示すように、最下段切ばりを中心とした任意の半径ｘ 

のすべり円を仮定し、奥行き方向単位幅当りについて、①～②区間の土の粘着力による抵抗モー 

メント(Mr)と、背面側の掘削底面深さまで作用する土の重量と地表面での上載荷重による滑 

動モーメント（Md）との関係として求めるものである。 

ここで求まる安全率は1.2以上を確保するものとする。 

                

 

 

ここに、c  (z)：深さの関数で表した土の粘着力（ｋＮ／ｍ2） 

        正規圧密状態にある沖積粘性土の場合、粘着力の増加係数はａ＝２ｋＮ／ｍ3とし 

        てよいが、深度方向に求められた一軸圧縮強度等の土質試験値から求めること 

        が望ましい。 

    ｘ：最下段切ばりを中心としたすべり円の任意の半径（ｍ） 

      （掘削幅を最大とする｡） 

    Ｗ：掘削底面に作用する背面側ｘ範囲の荷重（ｋＮ） 

      Ｗ＝ｘ（γＨ＋ｑ） 

    ｑ＝地表面での上載荷重（ｋＮ／ｍ2） 

    γ：土の湿潤単位体積重量（ｋＮ／ｍ3） 

    Ｈ：掘削深さ（ｍ） 

    Fs : 安全率（Fs≧1.2) 

 

図１－50 ヒービング計算図 
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４ 締切り(標準) 

 

 １ 共通事項 
  ４－１ 定  義 

 

 
(解説) 

    ｢第２節 締切堤｣とは、河川堤防の開削をともなう工事に適用されるものであり、本項における締

切りはそれ以外のもの、すなわち、河川治水上の安全確保を目的としないものに限定し適用する。 

 

４－２ 締切りの構造 

 ４－２－１ 構造形式 

 
(解説) 

    本項で扱う締切り形式は水密性に富み、出水に対しても安全度が高く、最も多く用いられる鋼矢板

形式とする。鋼矢板形式には、①一重締切りと、②二重締切りとがある。 

    なお、その他に下記の形式があり、地形条件等を考慮して、最適形式を選定することが望ましい。 

    ・コンクリート締切り…………石盤が比較的浅い所に適する。 

    ・土砂締切り………締切り敷地が十分あり、暖流河川で土砂が十分ある場合に有効である。 

    ・函型締切り………締切りの敷地が少なく、水深が大きい場合に用いられる。 

    ・キワク締切り………急流河川の水ばね締切りに多く用いられる。 

 

４－２－２ 設計対象水位 

 
 

 

（解説） 

     （１）データの期間は、過去５ヵ年とする。 

     （２）データの種類は、時刻のピーク水位（異常値を省く）。 

     （３）最大流量は、近接水位観測所を参考として比例的に求める。 

     （４）締切りと設置後の河積がせばめられ、明らかに水位の上昇が認められる場合等も考慮する

こと。 

 

４－２－３ 天端高 

 
 

 

４－２－４ 治水上の影響検討 

 
 

 

 仮締切りの構造が大規模となる堰、床止め、伏せ越し等については、治水上の影響を検討しなければなら

ない。 

締切りの高さは「４－２－２設計対象水位」とする。 

設計対象水位は、工事施工期間内の最大流量による水位とする。 

 締切り構造形式は、事前調査結果に基づき迅速で確実な工事が行えるものを選定しなければならない。 

 河川内の工事において、河川のミオ筋を人為的に切り替え、その期間中における工事の安全を確保する

ために設置される仮設構造物を締切りという。 
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(解説) 

      河川を大規模に締切る堰、床止め、伏せ越し等については、非出水期に施工する事が原則である

が、非出水期といえども出水時に堰上げによる影響等が生じてはならない事はいうまでもない。 

     このため、仮締切工の設計にあたっては、締切部分を無効河積として積上げ計算を実施し、締切

回数(施工分割数)、対策工等を検討しなければならない。 

 

４－３ 一重締切り 

 

 
４－４ 二重締切り 

 
 

 

 

 二重締切りは、河川改修事業関係例規集（日本河川協会）によるものとする。但し、許容値は地震時によ

るものとする。 

一重締切りは、３－４ 自立式鋼矢板に準じるものとする。 
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５ 地中連続壁工法 
５－１ 定 義 

 

(解説) 

  地中連続壁工法は、他の土留工法に比較し、剛性が大きく、大きな土圧や水圧にもほとんど撓むことな

く耐えられる。従って市街地域における大型掘削工事に適用する。 

 

５－２ 地中連続壁工法の分類 

 

 

表１－21 連続施工法一覧表 

 

 

 

 

工 法 イコス工法 エルゼ工法 ソレタンシュ工

法 
R. G.パイル工

法 K. C. C. 工法 0. W. S. 工法 竹中式 

オーガーパイル 
アースウォー

ル工法 

ザルツギッタ

ーリバースサ

－キュレーシ

ョン 

掘削形式 
パーカッション 

バケット 

柱列、連続 
ショベル 

連続 

パーカッション

バケット、ロー

タリーカッタ 

柱列、連続 

オーガ 

柱列 

パーカッション

バケット、 

ロータリーカッ

タ 

柱列、連続 

パーカッション

バケット、 

ロータリーカッ

タ 

柱列、連続 

パイプオーガ柱

列 
アースドリル

バケット 

柱列 

ロータリービ

ット 

(ユンボー) 

柱列 

主要機械 

イコス機 

ウインチ 

バイブレーティ

ングスクリーン 

循環ポンプ4″

特殊パケット 

特殊トレンチ

ングマシン 

循環ポンプ

4″ 

泥水ポンプ

8″ 

RCパイルマ

シン 

グラウトポ

ンプ 

掘削機 

(イ)吸引式 

パーカッション 

(ロ)溝形バケッ

ト 

(ﾊ)ロータリー

カッタ 

(ﾆ)大口径 

ボーリング機 

掘削機 

(イ)吸引式 

パーカッション 

(ロ)溝形バケッ

ト 

(ﾊ)ロータリー

カッタ 

(ﾆ)大口径 

ボーリング機 

竹中式オーガ

マシン 

ケーシング 

アースドリル

機 

特殊パケット 

RS150 

掘削権 ″(ポ

ンプ６) 

地中連続壁工法は下記の如く分類する。 

（1） 柱列連続壁 

    ロータリードリルあるいはパーカッションドリルなどによって円形断面の杭を掘削形成してこれを

連結していく工法。  

（2） スロット連続壁 

  長方形断面の掘削溝をロータリードリルあるいはクラムシェルによって掘削し、これにコンクリート  

を打設して、構築されたブロック相互を連結する工法。 

 直接地上より目的に応じて各種断面の垂直な連続した深い溝、または長い孔を掘削して、その溝及び孔にコ

ンクリートを打設して、孔を組合せることによって連続した壁体を土中に造る仮設構造物である。 
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図１－51（「アースウォール工法」石山和雄著による） 

掘削幅mm 
ピット400～

1,000 

バケット400～

800 

250～1,000 250～1,500 

300～450 

(オーバーラッ

プ式) 

400～2,000 

パーカッション

500 

バケット400～

700 

450～600 350～600 ～1,500 

掘削深さ

ｍ 
100mまで実績

あり 
30mまで 300ｍ 22mまで 100m 60m 40mまで   

エレメント

形式 
インターロッキ

ング式 

インターロッキ

ング式 

インターロッキ

ング式 

１パイルごと施

工 

インターロッキ

ング式 

インターロッキ

ング式 

１パイルごと施

工 

インターロッキ

ング式 
 

適用土質 
ピット硬地質バ

ケット 粘土～

砂 

粘土～砂～砂礫 粘土～軟岩 粘土～砂 粘土～砂～砂礫 粘土～砂～砂礫 粘土～砂 粘土～砂 粘土～砂 

泥 水 使用 使用 使用 
使用しないRAG

モルタル使用 
使用 使用 

使用しない 

ケーシング使用 
使用 

原則として使用

しない 

機械移動

方式 
レール上を移動 

スライド･ポン

プ上を移動用ウ

インチで 

レール上を移動 ソリ上摺動式 レール上を移動 レール上を移動 レール上を移動 レール上を移動  

打設方式 トレミ トレミ トレミ グラウト孔 トレミ トレミ 
グラウト孔 

プレパクト式 
トレミ トレミ 

技術導入

先 
イコス式 

(イタリア) 

エルゼ社 

(イタリア) 

ロデオ社 

(イタリア) 

ソレタンシー社 

(フランス) 

プレパクト社 
CCCF社 

(イタリア) 
自社開発 自社開発 自社開発 

サルツ 

ギッター 

（ドイツ） 

比較点 
小規模工事向

き､しかし歴史

は最も古い 

掘削深さに制限

がある 
 

連続壁はできな

い 

柱列式である 

  

連続壁はできな

い 

柱列式である 

0. W. S.と同じ 

主として場所打

ちくいに使用し

ている。 

水中施工に向く

パーカッション

がない。 
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５－３ 許容応力度 

 

(解説) 

  上記許容応力度は｢地中連続壁基礎設計施工指針・同解説｣によるものとし、鉄筋は一般の部材の短期許

容応力度(長期の50％割増)を採用した。地中連続壁を本体構造物の一部とする場合は、完成後に生ずる応

力をもあわせて検討する必要がある。 

 

５－４ 鉄筋のかぶり 

 

(解説) 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ：最小かぶり 

図１－52 鉄筋のかぶり 

鉄筋の最小かぶりは15 cmとすることを原則とする。 

地中連続壁の許容応力度は、表１－22・23による。 

表１－22 コンクリート   （Ｎ／mm2） 

軸 方 向 

圧  縮 

応 力 度 

曲 げ 圧 縮 

応 力 度 

① 

せん断応力度 
付  着応 

力 度 ② 
備   考 コンクリートのみで 

せん断力を負担する場合 

斜引張鉄筋と協同 

して仮想する場合 

12.5 15.0 0.38 2.85 2.70 σck＞30 

① 軸方向を伴う場合を含む。 

② 異形鉄筋を使用した場合のみ。 

σck：設計基準強度 

表１－23 鉄筋 

材質 

 

SD295 

SD345 

σsa(N/mm2) 270 
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第２節 締切堤 
１ 締切堤の設計について 

  締切堤の設計については、鋼矢板二重式工法仮締切設計指針（案）（昭和46年 12月 河川局治水課）

を廃止し、新たに設計マニュアルを発刊する予定である。発刊後は設計マニュアルにより運用するもの

とするが、発刊までは担当課と協議するものとする。 

 

２ 仮設鋼矢板における断面二次モーメントについて 

  土留工や締切りなど、仮設時における鋼矢板断面二次モーメントについては、これまで断面二次モー

メント（1）、断面係数（2）ともに60％としていたが、平成11年３月に「道路土工－仮設構造物工指針」

が改訂され、断面二次モーメントについて45％に変更されている（断面係数については従前どおり60％）。 

  よって、河川工事における仮設時の応力・変形計算時の断面二次モーメントについては、従前の60％

を45％に変更するものとする。 

  ただし､従前どおり矢板頭部を溶接やコンクリートで連結した場合は80％まで上げることができるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-57  

第３節 路面覆工 
 

１ 定  義 

 
(解 説) 

   路面覆工の目的は、 

   ・地下工事の安全性の確保 

   ・路上の車輌の走行と歩行者の安全の確保 

   といえる。 

 

２ 設計のための事前調査 

 
 

３ 各部の名称 

 
 

４ 荷  重 

 
 

 

第１節 山留め１－４荷重によるものとする。 

図３－１ 路面覆工名称図 

第１節 山留め１－２による。 

 道路下に工事を行う場合、路上交通を妨げずに施工するために必要となるのが路面覆工であり、土留めと併

用するのが一般的である。 
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５ 覆工受桁 
 ５－１ 覆工受桁の計算 

 

(解 説) 

  活荷重の載荷方法 

  (1)絶対最大曲げモーメントの求め方 

   (a) 自動車走行方向に直角の場合 

 

 

（b）自動車走行方向に平行の場合 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 

 

(a)片側チャンネル 

図３－４ 

(b)両側チャンネル 

覆工受桁は、活荷重を載荷させ、単純梁として計算する。 
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図３－６ 

 

 
 

（2）最大セン断力 

     支点反力が最大となるように載荷する。 

 

５－２ 覆工受桁のたわみ 

 

注）スパンlOｍ以上は、たわみ量25mmは考慮しなくてもよい。 

 

５－３ 地下埋設物と覆工受桁 

 

  

５－４ 覆工受桁の補強 

 

 

５－５ 桁受けの計算 

 

 

 

 

 

 桁受けは、土留杭を支点とする単純梁として、覆工受桁の最大反力を断面力が最大となるように載荷し、計

算する。 

 覆工受桁が、勾配2. 5%以上の路面に、勾配直角方向に設置されるときは、覆工受桁の補強を行うのがよい。 

地下埋設物の吊桁と覆工受桁とは、兼ねてはならない。 

 覆工受桁の活荷重（衝撃を含まない）によるたわみは、L/400（Lは支間）以下、25mm以下でなければならな

い。 

Ｐ＝1.0×Ｐ1＋Ｙ1×Ｐ1＋Ｙ2×Ｐ1 
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第４節 仮  橋 
１ 定  義 

 

２ 仮橋の分類 

 

(解 説) 

  工事用仮橋………工事用車輛や建設機械等の通行や作業に供する工事専用の仮橋および締切内の作業台 

  一般供用仮橋…………一般車輛、歩行者の通行及び工事用車輌の通行に供するもの。 

３ 河川に架設する仮橋 
 ３－１ 工事用仮橋 

 

(解 説) 

   工事施工上やむを得ず出水期においても仮橋を存置させる場合は、一般供用仮橋の基準に準ずるもの

とする。 

 

３－１－１ 構造基準 

 

(解 説) 

   前記構造基準は、最低基準を示したもので、設置する河川の形態により一概にこの基準にそぐわない

場合がある｡やむを得ず､基準以下の径間長とする場合には、無効河積と見なし、治水上の安全性につい

て検討を行うものとする。 

   このため、事前に河川管理者と打合せの上決定するものとする。 

 

３－２ 一般供用仮橋 

 

(解 説) 

   一般供用仮橋は、河川を完全に横断するものであり、出水時に流木等の流下物による閉塞等によって

災害を惹起せしめないような構造とすることはもちろんの事､仮橋自体が流水の影響を受けても十分安

全な構造でなければならない。 

 

 

 

 

一般供用仮橋は、洪水の流下に対し安全な構造でなければならない。 

工事用仮橋の構造基準は、下記によるものとする。 

  １ 径間長 

      仮橋存置期間の既往最大流量（m3／Ｓ）   径間長 

                 500未満      12.5m以上 

            500以上2,000未満      12.5m以上 

           2,000以上4,000未満      15.0m以上 

           4,000以上           20.0m以上 

  ２ 桁下高さ ７－５桁下高さによる。 

工事用仮橋は、原則として出水期には撤去しなければならない。 

 使用目的により下記のように分類する。 

１ 工事用仮橋 

２ 一般供用仮橋 

一般交通及び作業場として、一時的な使用に供するために建設される橋梁を仮橋という。 
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３－２－１ 構造基準 

 

(解 説) 

１ 一般供用仮橋の場合、本橋が完成するまでの間、数回の出水期にかかり、本橋の橋脚と仮橋が構造

令の近接橋に該当する事となる。このため、仮橋の径間長の決定にあたっては、本橋のスパン割りを

考慮し決定しなければならない。 

２ 桁下高は、仮橋が存置される期間の河川改修の進捗を考慮して決定しなければならない。なお、非

出水期に架設する工事用仮橋については、本基準は適用しない。 

    上記構造基準は、最低基準を示したもので、設置する河川の形態により一概にこの基準にそぐわな

い場合がある。このため、事前に河川管理者と十分打合せのうえ決定するものとする。 

 

４ 設計のための事前調査 

 
（解 説） 

   上記調査のうち１～４については「第１節 山留め」の項参照 

５について 

   （1）洪水期、非洪水期の判定 

   （2）既往最大流量及び水位 

   （3）ダム等、河川構造物の有無 

 

５ 荷  重 
 ５－１ 荷重の種類 

 

 

（解 説） 

   １～３の荷重については、「第１節 山留め１－4」による。 

 

仮橋の設計にあたっては、以下の荷重を考慮する。 

   １ 死荷重 

   ２ 活荷重 

   ３ 土圧 

   ４ 衝撃 

   ５ 地震の影響 

設計に先立ち、下記の事項について調査を行うことが望ましい。 

１ 土質調査 

２ 近接構造物調査 

  ３ 地下埋設物調査 

  ４ 施工条件調査 

  ５ 河相、その他これに類する調査 

 

一般供用仮橋の構造基準は，下記によるものとする。 

  １ 径間長 

     計画高水流量（m3／Ｓ）        径間長 

500 未満     12.5m 以上 

         500以上 2,000未満     12.5m以上 

        2,000以上 4,000未満     15.Om以上 

        4,000 以上           20.0m 以上 

  ２ 桁下高 河川の上下流を含めた現況堤防高以上とする。 
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５－２ 衝 撃 

 

 

５－３ 地  震 

 
(解 説) 

    工事用仮橋については、地震荷重を考慮しなくてよい。地震時水平力の作用位置は主桁上フランジ

の上面とする。 

 

６ 許容応力度 

 

 

仮橋の設計に使用する許容応力度は表４－１の値とする。 

表４－１ 許容応力度 

項   目 一般供用の場合 工事用の場合 

許容軸方向引張応力度 140N/mm2 210N/mm2 

許容軸方向圧縮応力度ℓ

……部材の長さ(cm) 

r……部材総断面二次  

判径(cm) 

 ≦18 140N/mm2 210N/mm2 

18＜ ＜92 140－0.82( －18)N/mm2 {140-0.82( -18)}×1.5N/mm2 

 ＞92         N/mm2        ×1.5N/mm2 

許容曲げ引張応力度 140N/mm2 210N/mm2 

許容曲げ圧縮応力度ℓ

……フランジ固定点 

間距離(cm) 

b……圧縮フランジ幅(cm) 

 ≦4.5 140N/mm2 210N/mm2 

4.5＜ ≦30 140-2.4( -4.5)N/mm2 {140-2.4( -4.5)}×1.5N/mm2 

許容せん断応力度 80N/mm2 120N/mm2 

ボ ル ト の 許 容  

せ ん 断 応 力 度  
90N/mm2 135N/mm2 

工場溶接部は母材と同じ値を用い現場溶接部はその80％とする。 

地震の震度は、次のとおりとする。 

 
水平震度 KH＝0.2 

 
鉛直震度 KV＝0 

 

  工事用仮橋の衝撃係数は、支間に関係なく0.3とするが、一般供用の場合には次式により 

衝撃係数を求めるものとする。 
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(解説) 

一般供用仮橋の地震時の許容応力度は、上記の値の50％割増した値を用いてよい。 

 

７ 設計基本事項 
 ７－１ 仮橋各部の名称 

 
 

仮橋各部の名称図 

図４－１ 
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７－２ 幅員と桁および杭の間隔 

 
 

（解 説） 

    イ）一般供用の場合、歩道橋は、ガードレール等で分離することが望ましい。 

    ロ）工事用仮橋の幅員は、通行車輛の形態および使用重機等も考慮の上４～６mの範囲内で決定する

ことが望ましい。 

 
 

 

７－３ 標準支間 

 
(解 説) 

 支間は河川管理者などと十分打合せを行い決定すること。 

 

７－４ 最大勾配 

 
(解 説) 

    地形条件、管理者の条件等により、勾配が6％をこえる場合は、綾構などで橋軸方向の補強をするこ

とが望ましい。 

    締切りに隣接する部分では、工事の作業性や安全性を考慮して水平を保つ必要がある。 

 

７－５ 桁下高さ 

 

 

(解 説) 

    利用上の条件、設置期間等を十分考慮して決定することが望ましい。 

    ただし、河川管理者において基準が定められている場合はその基準によるものとする。 

 

桁下の高さは、原則として、工事期間中の既往最高水位より、50 cm以上高くする。 

勾配は最大6％を原則とする。 

 支間は、３－１－１及び３－２－１によるものとするが、治水上十分な河積が確保出来る場合はこのか

ぎりではない。 

(ａ)工事用 (b)一般用 

図４－２ 

標準幅員は 

     工事用 ４m～６m 

     一般供用 ８m(車道6. 5m＋歩道1.5m) 

とし、主桁及び杭の間隔は2mを標準とする。 
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８ 主桁の設計 

 

 

９ たわみ 

 

 

10 横桁の設計 

 

(解 説) 

   主桁と、杭との間隔を同一にし、横桁に載荷しないことが望ましい。 

   主桁の横つなぎ部材と兼用するため、I - 300程度の材料を使用するのがよい。 

 

11 振れどめの設置 

 

 

(2)について                              図４－３ 

  軸方向の剛性は、軸直角方向に比べてかなり、低いと 

 考えられるので、少しでも剛性を高めるために、主桁

の下フランジは、横桁にボルトまたは、溶接で止める

のが、一般的である。また、橋軸方向の主桁は、軸方

向のずれを少なくするために、添接板を用いボルト、

または溶接により連結しておくことが望ましい。 

  主桁を軸方向に連結することによって生ずる温度変

化の影響は基礎杭に負荷させるものとする。 

 

 (解 説) 

(1)について 

  横振れを防止するために軸直角方向の杭に綾構を

取付けるのが良い。 

  綾構はＬ-100×100程度の断面性状を有するものを

図４－３の如く取付けるのが一般的である。 

（1）橋軸直角方向の杭相互間には、綾構を設け緊結することを原則とする。 

（2）主桁は、支点上で受桁に剛に結合し、軸方向主桁は互に連結しておくことが望ましい。 

横桁は主桁の最大反力を載荷し、杭を支点とする単純梁として計算する。 

第３節 路面覆工５－２による。 

 主桁はスパン長を単純梁と考え､活荷重はＬ荷重を最大部材力が生じるように載荷させ設計するものを原

則とする。 

図４－４ 
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12 高  欄 

 

(解 説) 

工事用高欄としてのパイプは、単管パイプのものを使用するのが良い｡ 

 

13 床  版 

 

14 橋脚の設計 
14－１ 脚柱の支持力 

 
 

14－２ 脚柱本体の設計 

 14－２－１ 軸方向押込力に対する設計 

 
(解 説) 

 座屈を考慮する場合の座屈長は地盤面から水平つなぎ材の中心線までとする。ただし、全長が地中に埋

込まれた杭では座屈の影響を考慮しなくてもよい。 

 

14－２－２ 軸直角方向及び杭頭モーメントに対する設計 

 
（解 説） 

（１）脚柱の根入長(l)によって断面力の計算式を次のごとく区分する。 

 

（２）半無限弾性体脚柱の解法………脚柱は各々単杭として、Ｙ ・ Ｌ ・Changの式により断面力の計

算を行う。 

  

 

 

 軸直角方向力及び杭頭モーメントによる杭各部の曲げモーメント及びせん断力は、脚柱本体を弾性床上

の梁として求める。 

押込力に対しては座屈を考慮して取扱うものとする。 

 脚柱に作用する軸方向押込み力は、主桁に載荷された荷重によって生ずる最大反力とし、その値は「第

１節2-4-1土留杭の支持力」以下でなければならない。 

表４－２ 安全率 

 常 時 地震時 

一般供用の場合 ３ ２ 

工事用の場合 ２ - 

床版は、一般に覆工板を使用するものとする。 

高欄は下記のものを使用するのが一般的である。 

  工事用………パイプ組立式 

  一般供用………ガードレール 
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① 橋軸方向 

      仮橋が河川内に設けられる場合、河積断面をおかす危険性があるため綾構等による連結を行わ

ないことがある。従って、橋軸方向は杭頭部自由として計算を行う。 

 

 

 

Ｍmax：地中部最大曲げモーメント 

    Ｈ ：水平荷重（ｋＮ） 

    ｈ ：突出長（ｍ） 

ℓｍ：Ｍmaxを生ずる深さ(m) 

    △ ：杭頭変位量(m) 

 

  Ｂ ：杭幅(m) 

    ＫＨ :横方向地盤反力係数（ｋＮ／m3）「第１節３－４－６」参照 

    Ｅ ：杭材のヤング率（ｋＮ／m2）「第１節３－４－６」参照 

    Ｉ ：杭材の断面二次モーメント（m4） 

 なお、「第４節11振れどめの設置」にある主桁の連結を行う場合には温度変化の影響を考慮しなけれ

ばならない。 

② 橋軸直角方向 

   橋軸直角方向は横桁及び綾構で連結されているのが一般的であるから、杭頭部固定として計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

Ｍmax：地中部最大曲げモーメント 

    Ｈ ：水平荷重（ｋＮ） 

    ｈ ：突出長（ｍ） 
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（3）有限長弾性体脚柱の解法………支持層が浅い等の条件により根入れが有限長の領域 

 

にある場合には有限長杭としての解析を行うものとする。 

    ただし、半無限長の杭としての計算結果に表４－３の割増し係数を剰ずる簡易法を用いてよい。 

表４－３ 割増し率 

 
 

（4）剛体脚柱の解法………脚法の根入長が 以下の場合には慣用法であるChangの式は適用できない。従って、図４－５、４

－６に示す構造系によって設計することが望ましい。 

 

 

 

 

 

根入長 

杭 頭 部 自 由 杭 頭 部 固 定 

曲げモーメント  

Ｍ 

変 位 量  

△ 

曲げモーメント  

Ｍ 

変 位 量  

△ 

 1.00 1.25 1.10 1.20 
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15 橋台の設計 

 

 

 

 

 

 

 

橋台の設計については､現地の地形､地質環境の条件に適応した構造を選択することが望ましい。 

図４－５ 橋軸方向 

図４－６ 橋軸直角方向 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-70  

第５節 支保工（参考） 
１ 定  義 

 

 

２ 設計のための事前調査 

 

 

３ 荷  重 

３－１ 荷重の種類 

 

 

(解 説) 

    型枠重量として、鋼製型枠及び鋼製バタを考えた。 

         メタルフォーム          1m2  0.375ｋＮ 

         バタ角         7.5cm×7.5cm   0.130ｋＮ 

         歩板等                 0.096ｋＮ 

 

          計                  0.601ｋＮ 

                             ≒0.６ｋＮ／m2 

 

３－３ 活 荷 重 

 

(解 説) 

   作業用荷重としては 

     ・作業員重量    ・作業機械重量    ・衝撃を含む。 

 

 

 

支保工の設計にあたっては以下の荷重を考慮する。 

  (1) 死荷重 

  (2) 活荷重 

作業用荷重  ３ｋＮ／ｍ2 

３－２ 死 荷 重 

死荷重としては次のものを考える。 

  （１） 型枠重量                 0.6ｋＮ／m2 

  （２） コンクリート重量  無筋コンクリート  23.0ｋＮ／m2 

                鉄筋コンクリート  24.5ｋＮ／m2 

（３）支保工重量 

第１節 山留め１－２によるものとする。 

支保工とは、桁、床版等コンクリート建造物の型枠を支保するために用いる仮設工をいう。 
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４ 採用方式 

 
（解 説） 

   現場の立地条件により枠形式と、けた式とに使いわける。又、簡易鋼ベントは径40mm～48mmの鋼管及

び型鋼を組合せて設計されたもので、けた式支保工と併用される場合が多い。 

   三角トラス式は、主として独立した構造物［橋脚等］に使用する。 

 

４－１ 三角トラス支保工 

 

４－２ けた式支保工 

   けた式支保工は鋼管２本と上弦材１本を下弦材として三角形に溶接して組立てたものをけたとして支

保工に使用するもの、各径間に応じ4ｍ～35ｍの範囲に使用することが出来る。 

(解 説) 

 

 
図５－１ けた式支保工 

 三角トラスとは、逆Ｔ型橋脚あるいはこれに類するものの型枠を受ける支保工のことで、橋脚はり下空間を

他の目的のために使用する場合に適用される。 

採用型式は下記の通りである。 

  （1）三角トラス式 

  （2）けた式支保工 

  （3）枠組支保工 

  （4）簡易鋼ベント 
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５ 許容応力度 

 ５－１ 鳥居枠、けた式、簡易鋼ベント 

 

(解 説) 

   鳥 居 枠    １枠につき50ｋＮ 

   但し､層数の変化に伴い､水平､斜方向に継成を補強する。許容荷重は下表の通り低下する。 

 

５－２ 三角トラス 

 

 

６ 支保工各部名称 

６－１ 三角トラス支保工 

 

図５－３ 三角トラス支保工名称図 

第１節 １－５許容応力度によるものとする。 

図５－２  許容荷重表 

鳥居枠、けた式支保工、簡易鋼ベントの許容応力度は試験値を採り、安全率を２とする。 
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６－２ けた式支保工 

 

 

 

 

図５－４ けた式支保工名称図 
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７ 三角トラス設計基本事項 

 ７－１ 横桁の設計 

 

 

７－２ 主桁の設計 

 

 

７－３ ジャッキ受桁の設計 

 

 

 

７－４ 方杖材の設計 

 

 

 

７－５ 垂直材の設計 

 

 

 

 

 全荷重を受ける圧縮部材として設計してこの反力を脚柱又は､地盤に伝えることができるような構造にす

る。 

 桁受けの斜材点の反力をＰとするとＰ／ｓｉｎθの力に対する軸方向圧縮部材として設計する。 

 桁受けの設計は、ジャッキ受けからの反力を荷重として受け、鉛直材料斜材を支点とする単純ばりとして

設計する。 

横桁からの反力を受けジャッキ受けを支点とする単純張出ばりとして設計する。 

主桁間を支点とする単純ばりとして計算する。 
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第６節 河川における橋梁架設 
１ 定  義 

 

 

２ 上部工架設時期 

 

(解説) 

    非出水期間の施工を原則としたのは､河道断面内にベント、支保工等の仮設物を設けた場合、出水時

に流木等の流下物による閉塞によって災害を惹起する危険がある事と、仮設物自体が流水の影響によ

り変形等を起こし、ひいては、上部工本体の落下等予測出来ない事故が懸念されるためである。 

 

３ 架設工法 

 

(解説) 

   河川の低水路部分の架設工法として、原則として下記の工法を採用してはならない。 

 

図６－３ 支柱式支保工架設 

 

図６－1 ベントエ法 

河川の低水路部分の架設工法は、治水上支障とならない工法を選定しなければならない。 

橋梁上部工の架設は、非出水期間の施工を原則とする。 

 本節は、河川に架設する橋梁で、上部工の架設時に河道断面内に仮設物を設け実施するものについて適用

する。 
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   ただし、3－1治水の影響検討を実施し、河川管理者と打合わせの上、特に問題がないと判断される場

合は、この限りではない。この時、検討時の計算水位以下に河川を横断して綾構を設けてはならない。 

 

３－１ 治水の影響検討 

 

(解 説) 

    下記計算を実施し、上流への堰上げの影響がないか検討する。 

    １ 検討対象流量 

      仮設物存置期間の既往最大流量 

    ２ 無効河積 

      ベント、支保工の径間長が、第４節3－１－1構造基準(工事用仮橋)に掲げる径間長を満たして

いない区間については、無効断面として堰上げ計算を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 多径間に亘って、河川断面内に仮設物を設ける場合においては、治水の影響検討を実施しなければなら

ない。 

図６－２ 桁組式支保工架設 
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第７節 水替工(参考) 
１ 設計のための事前調査 

 
(解 説) 

   (1)排 水 溝 

     掘削工事を行う場合においては、掘削が予定の深さまで進んだときは、ただちに掘削箇所内に排

水溝を設けなければならない。 

   (2)排水の処理 

     掘削箇所内で排水する場合においては、最寄の下水施設、河川等へその管理者の許可を得て沈砂、

ろ過施設等を経て放流し、路面その他に放流してはならない。 

   (3)湧水、漏水 

     掘削箇所内に多量の湧水、漏水がある場合においては、その箇所にグラウト工、薬品注入工等を

行い、土砂の流出、地盤のゆるみ等を防止しなければならない。 

 

２ 水替工法の種類 

 

(解 説) 

  各工法のうち 

    ・暗渠排水工法 

    ・真空吸引工法 

    ・電気浸透工法 

  は特殊な場合にしか用いられないので、一般的な工法として考える必要はない。 

 

 

 

水替工法を形式上分類すると、下記の如くとなる。 

                  釜場揚水工法 

                  明渠排水工法 

                  ※暗渠排水工法 

                  深井戸工法の一部 

                  ウェルポイント工法 

                         深井戸工法(バキュームディープウェル) 

                 ※真空吸引工法 

                  ※電気浸透工法(粘性土地盤) 

 

 

 

重力排水工法 

    

 

 

強制排水工法 

水替工の設計には、予め下記の事項について調査を行うことが一般的である。 

 （1）土地調査 

 （2）地下水調査 

 （3）地下埋没物調査 

 （4）近隣構造物調査 

 （5）施工条件調査 

 （6）降雨量調査 

その他排水に関連する事項全般にわたって総合的に行うことが望ましい。 
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３ 水替工法の選定 

 
(解 説) 

   土性とそれに適して水替工法の相関を必ずしも一義的に論ずることはできないが、目安と

して表７－１及び図７－１を用いるとよい。 

 

表７－１ 

 

 

 

４ 排 水 量 
 ４－１ 排水量の算定 

 
(解 説) 

   大規模工事または重要な工事については、試験井と、これと異なった距離で２本以上の観測

井を設け、揚水試験を行うことが望ましい。 

   小規模においても、ボーリング孔を利用し透水係数を実測することが望ましいが、止む

を得ない事由により実測できない場合は、下記の方法を利用してもよい。 

 排水量算定の目的は、現在の必要空間を保持することにあるが、算定に重要な影響を及ぼす透

水係数は、その構成要素が非常に複雑であるので、実験に基づいて慎重に検討することが望まし

い。 

図７－１ 

土質 浸水係数 水中ポンプ デイープウェル ウェルポイント 

砂利、砂の多い層 10-1以上 適 適  

粘土及びシルト性砂層 10-1～10-3 やや適 やや適 適 

砂質粘土層 10-3～10-5 不適 不適 適 

シルト質粘土層 10-5～10-7   やや適 

工法選定にあたっては、 

 （1）地盤の透水性 

 （2）帯水層の分布 

 （3）工事の規模 

等の諸条件に適応するかどうかという判断から決定しなければならない。 
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４－２ 透水係数の推定 

 
 

４－３ 排水量の算定方法 

 

(解 説) 

(1)について 

   井戸の公式……立坑のような面積に比して深く掘削する場合、掘削部を井戸と仮定し、本公

式を適用する。 

   堤防基礎の漏水の公式……河川の締切のように延長が長い場合、本公式を適用する。 

(2)について 

   境界条件によって適応範囲に制限なく汎用性があり、しかも作業が簡単である。 

 

 

 

 

排水量の算定方法は次のように分類できる。 

  (1)公式による算定 

      井戸の公式 

      堤防基礎の漏水の公式 

  (2)図解法(フローネット)による算定 

 

 

透水係数の概略値は下記のとおりである。 

 （1）土の粒径による透水係数の概略値 

表７－２ 

 粘度 シルト 微細砂 細砂 中砂 粗妙 小砂利 

粒径(mm) O～0.01 
0.01～   

0.05 

0.05～ 

0.10 

0. 10～ 

0.25 

0.25～  

0.50 

0.50～  

1.0 
1.0～5.0 

K (cm/sec) 3×10-6 4.5×10-4 3.5×10-3 1.5×10-2 8.5×10-2 3.5×10-1 3.0 

（2）土の有効径により求める場合（ヘーゼンの式） 

    K=116 ×(0.7＋0.03t）de2 

    K:透水係数（cm／sec） 

    t :温 度（℃） 

    de : 有効径（cm） 

       （粒径加積曲線の10％に相当する径） 
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４－４ 井戸の公式による算定 

  （1）排水井が不透水層に達する場合 
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(2)掘削底面だけから湧水する場合 

 
(3)掘削底面だけから湧水し延長が長い場合 

 

(解 説) 

 1) 不透水層が深い場合には、下記の式によって湧水量を求めてもよい。 

 

 

2）排水溝の片側からのみ湧水する場合には、上記湧水量の１／２とする。 
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４－５ 堤防基礎の漏水の公式による算定 

（1）土堤による締切りの場合 

  

 

（ａ）堤体の浸透流量 

Ｑ：堤防単位長あたりの浸透流量（m
3
／sec・m）） 

ρ:堤防の断面形 

ｋ：透水係数（m／sec） 

Ｈ：基礎地盤から河水位までの高さ（m） 

図７－６ 

Ｑ：堤防単位長あたりの浸透流量（m
3
／sec・m） 

ｋ：透水係数（m／sec） 

礎 高 （ ）

（b）基礎地盤の浸透流量 

Ｑ＝ρ・ｋ・Ｈ 

Ｑ＝ｋ・ｙo 

図７－５ 
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（1）二重矢板による締切りの場合 

(解 説) 

  一重締切りの場合はS=Oとして湧水量を求めてよい。 

 

 

 

 

   

   

図７－８ 

 

Ｑ：浸透流量（㎥／sec・ｍ） 

ｋｆ：堤体の透水係数（ｍ／sec） 

Ｈ：二重矢板による締切の内側と外側の水位差（ｍ） 

Ｓ：二重矢板による締切幅（ｍ） 

ｄ：矢板下端から不透水層までの長さ（ｍ） 

ｈ：河床から締切の矢板の下端までの長さ（ｍ） 

ｈ：二重矢板による締切の内側の水位から矢板下端までの

長さ（ｍ） 

（ｃ）提体と基礎の浸透流量 

  提体にほぼ等しい透水係数をもつ基盤がある場合には、次式によって浸透流量を略算する。

図７－７ 

Ｑ ：堤防単位長あたり の浸透流量（m
2
／sec ・m） 

ｋ :提体の透水係数（m／sec） 

ｋｂ：基礎地盤の透水係数（m／sec） 

Ｈ ：基礎地盤から水面までの高さ（m） 



土木工事設計要領 第１編 共通編(H30.8) 

第 2 章 仮設構造物 

共通-2-84  

 

４－６ 図解法による算定 

(解 説) 

   流線綱の描き方 

   流線と等ポテンシャル線とは直交させる。 

   流線と等ポテンシャル線とによる四辺形は、正方形に類似させる。 

   境界面においては、流線及び等ポテンシャル線は、境界線と直交させる。 

 

 

 

 

 
h1:全水頭差 

Ｎｆ：流線にはさまれた流水路の数 

Ｎｄ：ポテンシャル線にはさまれた帯状部数 

図７－９ 
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第８節 設計計算フローチャート 
 

１ 土留めエ法選定のフローチャート 
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２ 親杭横矢板計算フローチャート 
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３ 切梁式綱矢板設計計算フローチャート 
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